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序     文 
 

 マラウイ共和国では、2003年に政府内に一村一品事務局を設置し、国家プログラムとして取

り組みを始めました。JICAは2005年度以来、技術協力プロジェクトとして「マラウイ一村一品

運動のための制度構築と人材育成プロジェクト」を開始し、一村一品運動の実施体制の整備の

ため、専門家の派遣、研修員の受入等の支援を行ってきました。 

 今回、プロジェクトの開始から2年半という折り返し点に達したことを踏まえ、中間評価を

実施しました。今回調査では、これまでの活動の進捗を整理し、プロジェクト目標等の達成状

況を確認したうえで、今後の活動に向けての提言をまとめることを目的としました。 

 本報告書は、同調査の協議結果等を取りまとめたものです。調査団派遣にご協力いただいた

日本・マラウイ共和国双方の関係各位に深くお礼を申し上げ、今後も引き続き最大限のご支援

をいただけるようお願いする次第です。 

 

 平成20年3月 

独立行政法人国際協力機構 

産業開発部長 新井 博之 
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中間評価結果要約表 

１．案件の概要 

国名：マラウイ共和国 案件名：マラウイ一村一品運動のための制度構築と

人材育成プロジェクト 

分野：民間セクター開発 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：経済開発部中小企業チーム 協力金額（評価時点）：約2億9,107万9千円 

（R/D）：2005年10月1日～ 

2010年9月30日 

先方関係機関：一村一品事務局 

（延長）： 日本側協力機関：一村一品国際交流推進協会、立命

館アジア太平洋大学、九州大学 

 

協力期間 

（F/U）：－ 他の関連協力： 

１－１ 協力の背景と概要 

マラウイ共和国（以下、「マラウイ」と記す）では、2003年10月に開催された第３回アフ

リカ開発会議（Tokyo International Conference on African Development：TICADⅢ）の機会に

大分県の一村一品（One Village One Product：OVOP）運動の現場を視察に訪れたマラウイ

大統領の帰国後、同運動を開発政策の一部とすることが表明され、翌11月には、OVOP運動

理念の普及と今後の展開のための大規模なワークショップを開催した。その後、同運動推進

のための事務局が農業省内に設置され(現在は地方自治・地域開発省に移管)、その全国的展開

に向けて、OVOP戦略計画策定、OVOPプロジェクト・ガイドライン策定等、推進の枠組みが

整備された。2004年3月には全国10ヵ所で地域産品振興プロジェクトが開始された。 

これに対し、我が国も前記ワークショップへの我が国の見返り資金の提供、パイロットプ

ロジェクトとして8件のOVOPプロジェクト支援（牛乳、キノコ、野菜、干草等）、各種政策

ペーパー立案に対する企画調査員や在外専門調査員を通じた助言、大分県への研修員派遣

（本邦研修「地域開発振興（OVOP）」）などを通じて協力を行った。これにより、OVOP運動

に係るキャンペーンのみならず、二国間において実際の支援活動が開始され、OVOP運動は

着実に進展した。 

こうした両国の協力実績を踏まえ、マラウイは、2004年5月に、我が国に対して技術協力

プロジェクトの要請を行った。この要請に対して、OVOP運動推進体制の確立に対する支援

と研修を中心とした人材育成を行い、組織の運営管理をはじめとするOVOP推進の運営ノウ

ハウや能力の向上を図ることを目的として、2005年から協力を開始した。 

 

１－２ 協力内容 

 （１）上位目標 

   農村コミュニティで利用可能なリソースを使って、比較優位のある高品質製品・サー

ビスの提供が行われる。 

 

 （２）プロジェクト目標 

コミュニティが地元で利用可能な資源を用いてビジネスを行うことができる環境を整

えるため、政府関係機関の組織、人材開発が行われる。 

 

 （３）成 果 

 1．OVOP事務局を中心としたプロジェクト運営体制が確立される。 

 2．OVOP事務局職員及び技術研修講師に対する研修実施によって、組織の運営管理をはじ

めとするOVOP推進の運営ノウハウや能力の向上が図られる。 



 3．OVOP運動のなかで、グッド・プラクティスとなるようなモデルケースが実施される。

 4．OVOP運動に係る情報が関係者で共有され、又運動のコンセプトや進捗状況が正確に理

解される。 

 

 （４）投 入（評価時点） 

  日本側： 

長期専門家派遣 2名 機材供与 1,049万5,000円 

短期専門家派遣 1名 ローカルコスト負担 2,518万4,000円 

研修員受入 9名 

  相手国側： 

カウンターパート（Counter Part：C/P）配置 5名 

土地・施設提供 ローカルコスト負担 4,418万1,000MK（FY2006～FY2007）

 

２．評価調査団の概要 

調査者 

（所属は

当時） 

団長・総括 阿部 裕之 国際協力機構 経済開発部 中小企業チーム チ

ーム長 

評価分析 藤原 洋二郎 株式会社タスクアソシエーツ 

評価企画 今村 嘉宏 国際協力機構 経済開発部 中小企業チーム 

  2008年2月26日～3月7日 評価種類：中間評価 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

 （１）アウトプット１：OVOP事務局及びプロジェクトの運営体制が確立される。 

本アウトプットの4つの測定指標のいずれについても、進捗が認められた。関係者の

会合については、2006年から半年ごとに、これまで4回の合同調整会議（Joint Coordinating
Committee： JCC）が開催されている。申請体制についても、2007年12月までに全県

（District）においてOVOPデスク・オフィサーが任命されており、3月18日の締切に向け

て2008年度向けの申請が提出される予定となっている。また、資金融資を受けたグルー

プ数もプロジェクト開始当初から増加傾向にあり、今後融資機関との提携が更に進め

ば、件数は増加することが見込まれる。マーケティングについても、9産品について、

OVOP事務局を通じて市場に供されており、今後の活動として予定されるアンテナショ

ップにおいて、更に拡大することが望まれる。 

 

 （２）アウトプット２：OVOP推進の組織的運営のための人的能力が向上する。 

本アウトプットを図る指標として、本邦研修、各県での集中研修、及び技術研修の各

研修への参加数の増加があげられている。いずれも、参加数は累積を重ねており、着実

に成果を上げていると判断される。 

 

 （３）アウトプット３：グッド・プラクティスとなるようなモデル・ケースを通じてOVOP
活動のインパクトが実証される。 

本アウトプットの指標として、活動マニュアルの作成、OVOPグループの活動内容の

多様化、及びモニタリングの実施が掲げられている。マニュアルについては、ビジネス

管理及び加工技術の2種類が作成され、前者を用いた研修も実施されている。活動内容は

農産品加工、ジュース製造、オイル精製等、24タイプの活動が行われている。モニタリ

ングについては、15のOVOPグループが定期的にビジネスレポートを提出している。今



後はこれらを、全グループに拡大していくことが求められる。 

 （４）アウトプット４：OVOPコンセプト及び進捗情報が関係者に正確に伝達される。 

本アウトプットの指標として、グループからの定期報告、ニュースレター作成、ウェ

ブサイト開設があげられている。定期的な報告は、今後提出を促し、フォローする必要

があるが、ニュースレター及びウェブサイトについては、順調に発行、開設されている。

 

３－２ 評価結果の要約 

 （１）妥当性 

本プロジェクトは、次の点から妥当性は高いと判断される。マラウイの政策上、

Millennium Development GoalsのKey Priority Areaの1つであるRural Integrated Development
の重要施策としてOVOPが掲げられているほか、OVOP推進のため戦略が策定されてお

り、我が国の援助政策と併せて、両国政策上の妥当性は十分に確保されている。 

また、地域資源を活用した付加価値創造運動は、農村の活性化に資するとともに、そ

のためには、その推進役となるOVOP事務局等の関係機関の能力向上が不可欠であり、

ターゲットグループの妥当性も高いと判断される。 

 

 （２）有効性 

次の点から、有効性は高いと判断される。これまでの活動により、プロジェクト・プ

ロポーザル申請・審査システム、技術支援、金融支援、OVOPグループ活動のモニタリ

ング等、OVOP推進の制度面はある程度の形が完成した。県レベルでの実施体制につい

ても全県を対象とした研修を実施しており、OVOPコンセプトの普及及び人的ネットワ

ークが形成されている。今後は、C/Pを中心として制度を運用し定着させていく段階であ

り、終了時までにプロジェクト目標が達成される見込みは高いと判断される。 

 

 （３）効率性 

OVOP事務局における空席ポスト配置が、より一層の効率性を確保するために不可欠

であるが、これまでのアウトプットの達成状況等の実績から判断すると効率性は高いと

評価できる。この背景として、OVOP事務局スタッフに対する本邦研修機会の提供によ

る、大分県の現場視察を通じたコンセプトの理解、インターナショナルセミナー等にお

けるプレゼンテーションを通じて、活動の前提となるコンセプト理解が十分に行われて

いたことが要因のひとつとしてあげられる。 

 

 （４）インパクト 

本プロジェクトは、既に一定のアウトプットを達成しつつあることに鑑み、現在の進

捗が確保されれば、上位目標が達成される見込みがある。その他、以下のような正・負

のインパクトが想定される。 

  ＜正のインパクト＞ 

 OVOPグループ活動への参加により、女性の社会・経済的な活躍の機会が増加して

いる。 

 OVOPグループ活動のための雇用が生じている。 

 マラウイ標準化機構（Malawi Bureau of Standard：MBS）の品質基準を満たす等、

高品質な産品の創出により健康によい食料品の供給がなされる可能性がある。 

  ＜負のインパクト＞ 

 嫉妬心や競争心、格差等が不当に生じる可能性がある。 

 児童労働が増加する可能性がある。 



 （５）自立発展性 

本プロジェクトは、以下の観点から、いくつかの点に留意をすることにより、自立発

展性が確保される見込みがある。 

  ＜政策・制度面＞ 

技術支援機関との業務提携はOVOP事務局が活動を維持していくうえで大きな助けと

なるが、OVOP事務局と各機関とのコミュニケーションを維持する担当職員の確保が重

要と考えられる。 

  ＜組織面＞ 

先述のとおり、制度については、おおむね全体像の構築を終えていると考えられ、今

後は、OVOPグループに移管する業務や他機関に委託する業務を含め、OVOP事務局の役

割を整理し、その中核的機能を明確にしていく必要があると考えられる。 

 

３－３ 効果発現に貢献した要因 

 これまでのアウトプットやプロジェクト目標の達成状況に貢献した要因としては、以下の

ような点が考えられる。 

 （１）計画内容に関すること 

 OVOP事務局は地方自治・地域開発省（Ministry of Local Government and Regional
Development：MLGRD）の正式な部局として確立し、予算配分も行われている。

実施主体としてOVOP事務局が確立していることは計画内容の前提として重要な

要素といえる。 

 OVOPコンセプトを一貫して維持し、かつ、国内のリソースをリンクし活用する計

画内容となっている。 

 多くの活動が、目に見える形で関心を高めるとともに、人々を動機づけるために、

モデル・ケースづくりを意識して計画されている。 

 

 （２）実施プロセスに関すること 

 OVOP事務局は、関係者とコミュニケーションを維持し、人的ネットワークを構築

するとともに、共通認識をもって活動を進めているよう留意している。 

 多くの活動が、パイロット的に試行され、その経験を分析・フィードバックした

うえで、次のステップに進むという形となっている。 

 OVOPグループの支援に関して政治的な影響を受けることもあったため、明確な手

続きにより、OVOPグループ支援の透明性・公正さを確保しようとしている。 

 村人、ディストリクト・アッセンブリ、OVOP事務局の主体的な取り組みが重視さ

れている。 

 

３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

 （１）計画内容に関すること 

プロジェクトの計画内容に関しては、投入として計画されていたアンテナショップが、

立地条件・賃料等の条件に見合う、適切な物件を早期に特定することができなかったた

め大幅に設置が遅れている。OVOP事務局の活動の進捗に合わせて達成されるアウトプ

ットとして計画したほうが適切であったと考えられる。 

 

 （２）実施プロセスに関すること 

実施プロセスにおいては、成果達成の妨げとなるような深刻な問題は見受けられない。

C/Pの配置は13ポスト中5ポストであり遅れているほか、両国間で予算年度が異なるため



に、支出のタイミングにずれが生じることがあった。 

 

３－５ 結 論 

本中間評価の調査によって得られた事実と分析によれば、プロジェクトはこれまでのとこ

ろ計画どおりに実施され、特段の障害はなかったものと確認される。また、両国のプロジェ

クト関係者の多大な努力により、プロジェクトの前半で期待される成果をおおむね達成する

ことができたことが確認された。 

プロジェクトの前半期間において、OVOP推進体制はその大枠をおおむね確立したといえ

る。特に、県レベルでの一村一品集中研修（OVOP Intensive Training：OIT）を通じて、OVOP
コンセプトを関係者の間に浸透させ、それにより得られた共通認識と人的ネットワークは

OVOPプログラムを広めていくうえで大きく貢献するものといえる。 

 

３－６ 提 言（当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言） 

今回評価調査において、以下の諸点について提言として整理した。 

 （１）OVOP事務局の役割の選択と集中 

これまでの活動で、OVOP運動のための制度構築については、おおよそ、その枠組み

は固まったといえる。今後は、プロジェクト目標の達成に向けて、これまで不十分、未

実施であった活動に集中することが望まれるとともに、他関係機関との間でOVOP事務

局の役割についても整理していくことが必要である。 

 

 （２）情報の集約、体系化 

これまでの活動で培った官民双方の組織とのネットワークを、担当者レベルから組織

的な蓄積へと昇華させる取り組みが必要である。 

 

 （３）技術支援制度の確立 

技術支援機関との連携体制が構築されつつあるが、当該技術のユーザーであるOVOP
グループの視点にたって、支援の申請方法の確立、担当者の配置等を行っていく必要が

ある。 

 

 （４）マラウイOVOPブランドの確立 

OVOPグループの活動を活性化し、又参画への意欲を喚起するひとつの方策として、

OVOPブランドの確立は有効な視点である。その際、製品品質管理を所掌するMBSとの

協力も不可欠である。 

 

 （５）マイクロファイナンス 

マイクロファイナンス機関との提携協議が進められており、今後プロジェクト申請件

数も増加することが見込まれる。急速な審査体制の拡充が見込めないなかで、申請グル

ープの意欲をそがないようにするためにも、現状の事務局での審査体制に照らして、適

切な融資件数規模等を設定する必要がある。 

 

 （６）協力機関の模索 

OVOP運動は我が国を発祥とするものであるが、そのパートナーとしては広く可能性

を探ることが可能である。資金的、技術的な側面を問わず、マラウイにおけるOVOP運
動の展開に向けた幅広い視野をもつ必要がある。 
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第１章 調査の概要 
 

１－１ 調査団派遣の目的 

 2003年10月に開催された第3回アフリカ開発会議（Tokyo International Conference on African 
Development：TICADⅢ）の際、大分県を視察に訪れたマラウイ共和国（以下、「マラウイ」と

記す）大統領は、帰国後、同運動をマラウイの開発政策の一部とする意向を示し、翌11月には、

一村一品（One Village One Product：OVOP）運動理念の普及と今後の展開を目的として同国内

で大規模なワークショップを開催した。その後、同運動推進のための事務局が当時の農業省内

に設置されたほか、全国的な展開に向けて、OVOP戦略計画の策定やOVOPプロジェクト・ガイ

ドラインの策定、OVOPプロジェクト支援（10件）等の取り組みが行われた。また、翌年3月に

は全国10ヵ所で地域産品振興プロジェクトも開始された（なお、現在、OVOP運動は地方自治・

地域開発省（Ministry of Local Government and Regional Development：MLGRD）の所管である）。 

 この間、我が国は、上記ワークショップに対する食糧増産援助等の見返り資金の使用許可、

8件のパイロットプロジェクト支援（牛乳、キノコ、野菜、干草等）、企画調査員や在外専門調

査員による各種政策ペーパー立案に対する助言、大分県での研修員受入（本邦研修「地域開発

振興（OVOP）」）等の協力を行った。 

 その後、2004年5月にマラウイ政府からの技術協力プロジェクトの要請を受け、OVOP運動の

普及・定着に向けた産品に関する技術支援からマーケティングまでの一連のフローを捉えた実

施体制の確立と運動の推進を目的として、2005年10月から5年間の予定で技術協力プロジェク

トを開始した。現在、長期専門家（チーフアドバイザー/業務調整、小規模ビジネスアドバイ

ザー）による研修を通じた人材育成、短期専門家及び協力隊員、シニア・ボランティアによる

技術指導等を行っている。 

 今回、プロジェクト開始から約2年半が経過したことを踏まえ、現在までのプロジェクトの

進捗・成果を確認し、評価5項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展性）の観

点から評価を行い、プロジェクト実施における課題等を整理・協議のうえ、改善策の提示、及

び必要に応じて計画内容の修正等を行うことを目的として中間評価を実施した。 

 

１－２ 調査団構成 

団長・総括 阿部 裕之 国際協力機構 経済開発部 中小企業チーム チーム長 

評価分析 藤原 洋二郎 株式会社タスクアソシエーツ 

評価企画 今村 嘉宏 国際協力機構 経済開発部 中小企業チーム 
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１－３ 調査日程 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１－４ 調査結果概要 

 今回調査の結果として、おおむね計画どおりに活動が行われ、県から中央へのOVOP活動の

申請体制が構築されるなど、一定の成果をあげていることが確認された。この成果の要因とし

ては、専門家、協力隊員を含め、OVOP事務局関係者の貢献によるところが極めて大きいこと

が指摘できるが、マラウイ政府による本件へのコミットメントの高さも確認された。例えば、

政府各省庁の予算が削減されるなかにあって、プロジェクト開始以来、OVOP事務局への人員

配置は、遅々としているものの交代も含め確実に行われてきた。調査時点では全13ポストのう

ち5ポストの配置にとどまるが、MLGRDによれば、調査時点において4名について面接を行っ

た段階にあり、追って配置される見込みとのことである。 

 こうした関係者の努力により、順調に推移してきたといえるが、個々の活動や今後の展開に

関しては、調査過程、及び調査期間中に開催された第5回合同調整委員会（Joint Coordinating 
Committee：JCC）において以下のような点が指摘、確認されたところ、今後の課題として評価

報告書において共有した。 

 （１）（JICAによるパイロットプロジェクトとして支援を受けたという）個々のグループに

よる活動の発足経緯に起因して、OVOPグループの認識に差異が生じている。一部では、

OVOP（マラウイ政府）ではなく、いまだにJICAの支援を得て活動している、という認識

を有しているグループが存在している。本件はマラウイにおけるOVOPをめざしているこ

と、そのためのブランド統一をめざして関係者が努力をする必要がある。 

 （２）マイクロファイナンススキームに関して、委託候補先として最終調整を行っているマ

ラウイ地域開発基金（Malawi Regional Development Fund：MARDEF）との間で、初期運

用資金量について合意ができていない。MARDEFは、現在MLGRDが準備している額では

不足とする見解を有しているものの、適正な額の積算が行われないままに議論が推移し、

contents of
Mr, Abe and Mr. Imamura

2月26日 14:15
16:00

2月27日 9:00
14:00

2月28日 9:00
14:00

2月29日 11:00
14:00

3月1日 8:00
11:00
14:00

3月2日 9:00
13:00

3月3日 14:20 Arrival (SA170)→Capital Hotel
16:00

3月4日 9:00
14:00

3月5日 9:00
14:00
16:00

3月6日 9:00
14:00

3月7日 8:30
11:00
13:30

Reporting to JICA Malawi
Departure from the office to the airport

Internal Meeting at JICA
Discussion on Minutes with OVOP Secretariat and LG&RD
Discussion on Minutes with OVOP Secretariat and LG&RD

TV Conference (JICA Malawi-JICA Zambia)

Meeting at JICA
Courtesy call  on OVOP secretariat and Ministry of Local Government and Rural Development

JCC Meeting
Discussion on Minutes with OVOP Secretariat

Supermarket Visiting
Drafting Evaluation Sheet & Report
Drafting Evaluation Sheet & Report

Internal Meeting atJICA

Interview with OIT Participants in Mzimba
Site Visit 2 (Knankaka)
Site Visit 3 (Catengeza)

Site Visit 4 (Bwanje)

date/time contents of Mr. Fujiwara

Arrival (SA170)→Capital Hotel
 Meeting at JICA Malawi Office

Courtesy call on OVOP secretariat
Meeting at Bunda College

Meeting at MARDEF
Meeting with JICA Experts & JOCV at OVOP Secretariat

Meeting at Muzuzu Office  or Site Visit 1
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結論に到達できていない。申請のための制度構築がおおよそ完了したことに鑑み、今後申

請数が増加する可能性があることを勘案すると、事務局による審査体制、処理可能数など

のキャパシティに照らした適切な数量設定を行うことが肝要である。 

 （３）マーケティング活動の一環として想定されているアンテナショップについて、具体的

な計画が必ずしも明確となっていない。1年間の試行という位置づけで、マラウイ政府側

で必要な予算措置を行うとともに、JICAによるコストシェアリングが予定されているため、

1年間で何を検証し、結果をどのようにフィードバックするのかなどのグランドデザイン

を策定、提示することが必要である。2008年度の投入として計画されているマーケティン

グ専門家の役割、費用対効果などを検討し、妥当性を判断するうえでの材料ともなる。 

 

このほか、第3回JCCからの懸案事項となっていたプロジェクト・デザイン・マトリックス

（Project Design Matrix：PDM）指標の改訂について、プロジェクトから計測可能となる指標が

提案され、今回委員会において承認された。その際、第4章に記載のとおり、計測に際しての

ベースラインデータも併せて提示され、今後の評価分析に資するデータが整えられた。 

また、最上位目標の標記と指標の的確性について調査団から問題提起し、次回委員会までに

双方にて検討することとした。具体的には、OVOPグループの活動は貧困削減に資する、とす

る標記への変更可能性が検討され得る。その他、細項目については、付属資料1の調査結果一

覧表を参照されたい。 
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第２章 プロジェクトの実績と概要 
 

２－１ 活動実績と投入 

 ２－１－１ 日本側投入実績 

  （１）長期専門家 

本プロジェクトでは、当初、長期専門家1名の体制で開始され、プロジェクト開始後

ニーズに基づいて短期専門家を派遣する計画であったが、円滑かつ効果的なプロジェク

ト運営のため短期専門家の派遣M/Mを減らし、その分を長期専門家の増員として長期専

門家2名体制とした。 

これまでに派遣されている長期専門家の氏名、指導科目、派遣期間は次のとおり。 

 

氏 名 指導科目 派遣期間 

松島 恭範 OVOPコーディネーター/小規模産業振興 

OVOPチーフアドバイザー 

2005年10月～2007年10月 

2007年10月～2008年10月 

内河 友規 小 規 模 ビ ジ ネ ス / 小 規 模 金 融 （ Micro 
Finance：MF）アドバイザー 

2006年3月～2008年3月 

2008年3月～2009年3月 

 

  （２）短期専門家 

本プロジェクトでは、プロジェクト開始後ニーズに基づいて短期専門家を派遣する計

画となっている。Annual Plan of Operationに基づき、「食品加工」専門家が3回派遣され

ている。 

 

氏 名 指導科目 派遣期間 

小疇 浩 食品加工 2006年11月6～24日 

2007年9月22日～10月2日 

2007年11月10～27日 

 

  （３）青年海外協力隊員 

本プロジェクトでは、青年海外協力隊員がOVOP事務局で活動を行っている。PDM上

は日本側投入となっているが、本プロジェクトへの配属ではなく、MLGRDへの配属で

ある。これまでに派遣されている青年海外協力隊員の氏名、職種、派遣期間は下表のと

おり。なお、「村落開発普及員」隊員はブランタイヤのOVOP南部支部からリロングエの

OVOP事務局マーケティング部へ異動があった。 

 

氏 名 職 種 派遣期間 

杉山 世子 村落開発普及員 2006年3～10月 

城間 奈美子 デザイン 2006年4月～2008年3月 

長嶋 里枝 村落開発普及員 2006年10月～2007年6月（南部支部） 

2007年7月～2008年9月（マーケティング

部） 
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  （４）シニア・ボランティア 

本プロジェクトでは、青年海外協力隊シニア・ボランティアがOVOP事務局でマーケ

ティング担当として活動した。派遣されたシニア・ボランティアの氏名、職種、派遣期

間は下表のとおり。 

 

氏 名 職 種 派遣期間 

福井 凱男 マーケティング 2007年2～10月 

 

  （５）カウンターパート（Counter Part：C/P）の本邦研修 

本プロジェクトにおいて、これまでに述べ8名の職員及び1名のマラウイ大学ブンダ校

講師が日本で研修を受講している。研修員名、研修名、受入期間は下表のとおり。 

 

研修員名 研修名 受入期間 

Mr. Douglas Moffat One Village One Product 2006年10月 

Mr. Bruce Chazikalero  
Munthali 

One Village One Product 2006年10月 

Ms. Kamia Kaluma One Village One Product 2007年2月 

Mr. Yamikani Matt Kingsley 
Ngongonda 

One Village One Product 2007年2月 

Mr. Vincent Mgoli Mwale Mushroom Science 2006年 9月～ 2007

年3月 

Mr. Yamikani Matt Kingsley 
Ngongonda 

Food Processing Industries 2007年12月～2008

年2月 

Ms. Sphiwe Nyamwaphuka 
Mauwa 

Community Capacity and Rural 
Development for African 
countires- Focusing on OVOP 

2008年3～4月 

Ms. Jacinta Chinseu Chipendo Community Capacity and Rural 
Development for African 
countires- Focusing on OVOP 

同 上 

Mr. Evance Macheke-Phili Strengthening of Market 
Competitiveness of Agricultural 
Products in African Countries 

同 上 

 

  （６）機材供与 

これまでに、コンピューター、プリンター、机等の業務上不可欠の事務機器が供与さ

れており、活用されている。4駆車2台が供与されており、プロジェクト推進に活用され

ている。合同評価報告書Annex 6を参照のこと。 

 

  （７）現地業務費 

プロジェクトの円滑かつ効果的な実施のため、2008年1月現在で、総額1億3,824万1,000
円がプロジェクトの経費として支出されている。これとは別に青年海外協力隊関連の経
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費として概算1,227万9,000円が支出されている。合同評価報告書Annex 7を参照のこと。 

 

 ２－１－２ マラウイ側投入実績 

  （１）C/Pの配置 

13ポストに対して、5ポストにC/Pが専任で配属されている。政府職員の配置なので、

手続きに時間がかかること、及び面接まで手続きが進んでも適任者がみつからないこと

が配属の遅れの原因となっている。ポスト名と配属者氏名は次のとおり。 

 

 ポスト名 配属者氏名 

1 National Coordinator Ms. Kamia Kaluma-Sulumba 

2 Chief Rural Business Development Officer vacant 

3 Principal Rural Business Development Officer Mr. Douglas Moffat 

4 Senior Rural Business Development Officer vacant 

5 Chief Marketing Development Officer vacant 

6 
Principal Rural Development Officer 
（Marketing and Information）  

Ms. Jacinta C. Chipendo 

7 
Senior Rural Development Officer  
（Marketing and Information）  

vacant 

8 
Principal Rural Development Officer 
（Sales and Marketing） 

Mr. E. Macheke Phili 

9 
Senior Rural Development Officer 
（Sales and Marketing） 

vacant 

10 Principal Accountant Ms. M. Betha 

11 Accountant vacant 

12 Accountants Assistant vacant 

13 ditto vacant 

 

  （２）オフィス・スペースの提供 

OVOP事務局のオフィス・スペースが手狭となったため、1回移転したが、オフィス・

スペースの提供は問題なく行われている。 

 

  （３）予算支出 

合同評価報告書Annex 8に記載のとおり、2,300万MK（2006/07Revised）、2,118万
1,000MK（2007/08Estimation）、2,329万9,100MK（2008/09Projection）となっている。 

 

  （４）技術トレーニング・センター 

当初は、OVOP事務局の管轄で技術トレーニング・センターを設置することも検討さ

れたが、OVOP事務局の負担を大きくすることは望ましいことではなく、また、既存の

リソースを活用する観点からマラウイ大学ブンダ校、マラウイ産業調査技術開発センター
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（Malawi Industrial Research Technology Development Centre：MIRTDC）、マラウイ企業

開発基金（Development of Malawian Enterprises Trust：DEMAT）、マゴメロ・コミュニ

ティ・カレッジと提携してOVOPグループに対する技術支援体制を構築することとした。

マラウイ大学ブンダ校と提携合意に至った段階であり、実質的な技術支援体制の構築は

プロジェクト後半の課題である。 

 

  （５）アンテナショップ 

低賃貸料かつ立地条件のよい優良物件がみつからなかったなどの理由により、設置が

大幅に遅れていた。中間評価時点では候補物件が選定され、物件所有者と賃貸の基本的

合意に至っており、2008年3月から設置予定である。アンテナショップの運営はプロジ

ェクト後半の課題である。 

 

 ２－１－３活動実績 

本プロジェクトでは、人材育成及び制度構築という性質上、5年間のPlan of Operationに忠

実に活動を行うというよりも、実施段階で生じた課題等に柔軟に対応し、活動計画を立てて

活動を行ってきた。すなわち、Annual Plan of Operationに基づいて、年度ごとのテーマをも

って活動が行われている。2005年10月～2006年3月までは、プロジェクトの立ち上げ時期で

あり、2006年4月～2007年3月まではOVOP事務局の体制を整備するとともに地方での実施体

制構築の準備を行った。2007年4月～2008年3月までは、OVOPグループ活動の支援を継続す

るとともに2006年11月から始まった一村一品集中研修（OVOP Intensive Training：OIT）を

通じた県レベルでのOVOP推進体制の構築に力を注いできた。 

様々な活動が行われているが、大きく分けて（ⅰ）OVOP活動を支援する行政側への働き

かけと、（ⅱ）OVOP事務局によるOVOPグループへの働きかけの2つの活動がある。特にトレ

ーニング等に関して、（ⅰ）OVOP活動を支援する行政側へのトレーニングは、「②OVOP推進

の組織的運営のための人的能力の向上」のカテゴリーで実施されており、（ⅱ）OVOP事務局

によるOVOPグループへのトレーニング及び実践活動支援は「③グッド・プラクティスとな

るようなモデル・ケースを通じたOVOP活動のインパクトの実証」のカテゴリーで実施され

ている。 

これらの活動は、OVOPコンセプトに基づいて実施されており、それは、（ⅰ）付加価値の

創出、（ⅱ）ローカル・リソースの活用、（ⅲ）グループ活動及び受益者負担、（ⅳ）県会（デ

ィストリクト・アッセンブリ）の了解事項として共有されている。これらは、県レベルの第

1次スクリーニングでも必須条件としてチェックされている。 

それぞれの活動実績は次のとおりである。 

 

  （１）OVOP事務局及びプロジェクトの運営体制の確立 

１）OVOP運営計画及び評価メカニズムを確立する。 

OVOP事務局の現状の把握から活動が開始された。プログラムの方向性を議論する

ためにOVOP事務局の主導により2005年10月21日にSteering Committee Meetingが開催

された。会議では、OVOP理念の説明、受理済みプロポーザル（139通）についての採

択の可否、資金調達の可能性、OVOP技術センターの設置可能性、OVOPマーケットの
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設置可能性等が議論されたが、特段の意思決定は行われていない。 

このようなOVOP事務局の取り組みに合わせてプロジェクト開始時のPDMの改訂を

行い、全体像を明確にするとともに共通認識を醸成するための活動が行われた。また、

プロポーザル・フォーマットの修正を行うとともに、新規プロポーザルのデータベー

スを作成する等、実施体制が整備されていった。 

プロジェクトでは、種々の課題に関してAnnual Plan of Operationを作成し、これに

基づいて活動を行うとともに、これまで4回定期的に開催されたJCCで進捗及び予定の

確認を行っている。また、包括的な意思決定に関しては、OVOP理事会がこれまで4

回開催されている。 

一方、地方分権化の流れとの整合性及びよりコミュニティに近いところからの支援

体制構築という観点から、県レベルでのOVOP推進体制の構築に力が注がれた。2006

年3月には各県の計画局長向けのワークショップが開催され、2006年7月には各県のコ

ミッショナー向けのワークショップが開催された。このような準備作業を経て、②

OVOP推進の組織的運営のための人的能力の向上としてOITが実施されるに至った。 

なお、MLGRDでは、2006年9月から「Strategic Plan for the One Village One Product 
Programme」の改訂作業を行っており、2007年10月にはOVOPプログラムのレビュー・

ミーティングを開催し、プログラムの見直しを行っている。 

２）OVOPプロジェクト・スクリーニング・メカニズムを確立する。 

2006年1月時点でOVOP事務局にはプロポーザル受領後の処理システムが確立され

ていなかったため、OVOP事務局で簡易審査を行い、その結果をより短期間で申請者

にフィードバックするシステムを導入した。より、適切で効率的な事業支援を行うた

め、2006年9月には、事前審査表（クレジット・スコアリング・シート）が作成され、

翌10月以降、オリエンテーションを経て導入された。2008年2月の段階では、簡易な

1次スクリーニングを県会で行い、OVOP事務局で詳細な審査を行うこととなっている。 

３）OVOPプロジェクト・ファンディング・メカニズムを確立する。 

2006年2月の「Expanding Access to Financial Services in Malawi」という資料に基

づきMF現状調査を開始した。当初、OVOP事務局内にファンディング・メカニズムを

構築することも検討されていたが、現状調査及びシミュレーションの結果、2006年6

月には、OVOP事務局内にローン・コンポーネントを構築することは運営面からも採

算面からも適切ではないとの結論に至った。その後、ローン・スキームを他のMF機
関に外部委託する決定を受け、OVOP/MFタスクフォースを設置し、2006年8月には3

回会議が開催された。委託機関に関して調査・検討を行った結果、2007年4月には、

MARDEFとの提携をめざすこととなった。調査時点で、既にOVOP理事会はMARDEF
との提携を承認済みであり、2008年3月開催予定のMARDEF理事会での承認を経て本

格的な業務提携活動が開始されることになる。原則として、案件の選定及び資機材の

調達はOVOP事務局が行い、モニタリング及びローン回収をMARDEFに委託する。回

収した資金は、OVOPグループの活動資金として貸し出し、MARDEFによるリボルビ

ング・ファンドの原資とする予定である。 
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４）OVOPプロジェクト・マーケティング・メカニズムを確立する。 

OVOP産品のパッケージ・デザイン支援を行っている。OVOP事務局でパッケージを

一括発注し、OVOPグループに販売することによりパッケージ支援を行っている。ま

た、リロングエのスーパーマーケット、リロングエ国際空港の免税店に売り込む等、

販路の開拓を行っている。OVOP事務局にOVOPグループからの産品（米、キャッサバ

粉、ジャム、カード、石鹸等）を集荷し、販売している。2007年12月現在で、月当た

り25万MKの売り上げとなっている。今後、これらの活動はアンテナショップを中心

に行っていくことが想定されているほか、同ショップは将来的にはOVOPグループ自

身によって自主独立に運営していく方向性が想定されているが、現段階では詳細計画

はない。 

このほか、通商・民間セクター省主催により毎年1回ブランタイヤで開催されるト

レード・フェアにOVOP産品を出品している。また、2006年9月2～4日にかけて東京で

開催された「アフリカ・フェア」に、OVOPグループからバオバブ・ジャム、バオバ

ブ・オイル、モリンガ・オイル、パーム石鹸の出展を行うとともに、「マラウイOVOP
紹介パンフレット」、「マラウイ観光パンフレット」を作成・配布した。OVOP産品に

対する本邦企業から引き合いがあり、大塚ベバレジ、（有）Far East社にサンプルを送

付した。また、（合）Africa Forestからはバオバブ・ジャム200瓶、バオバブ・オイル

10ℓの注文を受け輸出した。 

なお、2006年9月には、リロングエ商工会議所の主催するトレード・フェアに出品

したが、同フェアは宣伝活動が皆無でほとんど客が集まらず、ほとんどの産品が売れ

残る結果となった。マラウイでは、様々なトレード・フェアが開催されているが、開

催規模や質を考慮して参加フェアの選択を行う必要性が認識された。 

 

  （２）OVOP推進の組織的運営のための人的能力の向上 

１）OVOPコンセプトに係るトレーニング・プログラムを策定し実施する。 

ワークショップ等でのOVOPコンセプトの普及、2006年6月及び8月にミトゥンドゥ

OVOPグループに対して実施した経営研修等の経験を基にトレーニング・プログラム

を策定し、OITを全県を対象に2006年11月～2007年12月にかけて実施した。OITでは、

OVOPコンセプトに係るトレーニングとともに、小規模ビジネス・マネージメント、

農産物加工技術及びそのほかの産品に係るトレーニングも実施されている。このOIT
を通じて県レベルでのOVOPコンセプトの浸透が図られるとともに、全国の県レベル

での人的ネットワークを得たことは、OVOPの普及にとって大きな財産といえる。ま

た、トレーニングの進捗に伴い、C/Pが単独でトレーニング・セッションを担当でき

るようになりOVOP事務局の人的能力の向上に貢献している。2008年1月にはフォロ

ーアップ・ワークショップが開催されている。トレーニングの開催実績及び県別の参

加者数は、合同評価報告書のAnnex9及び10を参照のこと。 

２）小規模ビジネス・マネージメントに係る改良されたトレーニング・プログラムを策

定し実施する。 

上述のOITで小規模ビジネス・マネージメントに係るトレーニング・プログラムが

策定・実施されている。 
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３）農産物加工技術及び他の産品に係る改良されたトレーニング・プログラムを策定し

実施する。 

上述のOITで農産物加工技術及び他の産品に係るトレーニング・プログラムが策

定・実施されている。 

このほか、2007年11月には、ケニアのジョモ・ケニヤッタ農工大関係者を招聘し、

マラウイ大学ブンダ校と合同で、食品加工分野に係るトレーナーズ・トレーニングが

実施された。参加者数は12人である。今後、マラウイ大学ブンダ校を中心としてOVOP
グループへの技術支援体制を構築していくことが予定されている。 

 

  （３）グッド・プラクティスとなるようなモデル・ケースを通じたOVOP活動のインパク

トの実証 

１）ビジネス・マネージメント及び農産物加工においてモデル・ケースの概念を確立す

る。 

OVOPプログラムの具体的な成果として、OVOPモデル・プロジェクトの育成が図ら

れている。プロジェクト開始当初より個々のOVOPグループに対して、OVOP産品作

り・販売に関する支援、経理事務等の指導等、日々の実践活動のなかで支援活動が行

われており、その経験を基にモデル・ケースの概念を抽出する活動を行っている。 

２）モデル・プロジェクトの実証を行う。 

日々の実践活動のなかでの支援活動に加え、OITで実施された小規模ビジネス・マ

ネージメントの経験を基に小規模ビジネス・トレーニングのマニュアルが策定され、

2007年9月（既存15グループから30人参加）、11月（新規12グループから31人参加）、

2008年2月（既存15グループから29人参加）に実施された。また、大手スーパーでの

販売時に要求されるマラウイ標準化機構（Malawi Bureau of Standard：MBS）からの

認証を受けられるように支援活動を行っている。 

このようなモデル・プロジェクトの育成によりOVOP活動の効果を実証しようとし

ている。その際、OVOPグループが取り組んでいる活動のタイプを多様化させること

によって、より多様なニーズに即したモデルとなるよう留意されている。 

2007年12月現在、マラウイ政府及びJICA双方の金融・技術支援により、全国で46の

OVOPグループが活動を行っている。その総予算額は、約5,800万MKとなっており、

約1万3,000名が各グループのプロジェクト活動に参加している。 

３）モデル・プロジェクトの実績を評価する。 

日々の実践活動のなかでOVOPグループを訪問し活動状況の把握に取り組んでいる。

また、小規模ビジネス・トレーニング以降、各グループの帳簿からの経理データを基

として活動実績を評価し、各グループの経営能力向上をめざす指導を行っている。 

 

  （４）OVOPコンセプト及び進捗情報の関係者への正確な伝達 

１）OVOP情報収集メカニズムを立ち上げる。 

2006年1月からOVOP南部事務所を通じて南部地域の各OVOPグループ・プロジェク

トの収支状況について定期的なモニタリングを行ってきた。2006年5月にはJICA専門

家が直接、南部地域8グループを訪問し、現状調査を行った。2006年6月には中部及び
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北部地域を巡回し、新規プロジェクトの可能性を調査した。 

日常業務のなかで常に情報収集が行われているが、現時点での体系的な情報収集メ

カニズムとしては、OVOPグループからの経理データ及びそれに付随している活動報

告がある程度を占めている。 

２）OVOP情報伝達メカニズムを立ち上げる。 

2006年1月に外部広報資料として、OVOP活動を伝えるFact Sheetの作成を行った。

2006年5月以降、OVOP理念普及ビデオ作成準備を始め、同ビデオを作製した。国内外

から多くの訪問団が訪れるため、その都度、適宜広報活動に努めている。 

2006年10月には、ニュースレターの発行準備が始められるとともに、ホームページ

のホストサーバーが選定され、ウェブアドレスの取得が行われた。2006年12月にニュ

ースレター500部を発行し、同時期に開催された全県のコミッショナー年次総会で配

布された。最も、のちに、地方自治・地域開発大臣からの指摘により、第1号のニュ

ースレターとして表紙に大統領の写真を載せることが強く要請され、その配布を一時

差し止めることとなった。ホームページは2006年12月に開設され、以後、毎月更新さ

れている。2007年2月にMLGRDや大統領府等からの修正要望があり発行が遅れていた

ニュースレター第1号修正版が完成した。国会開会中であったため、各国会議員をは

じめ主要省庁関係者に配布された。この発行については、全費用がマラウイ政府が負

担した。第2号は、原稿の収集の遅れ、関係者からの修正要望、印刷所の選定手続き

の遅れなどにより、発行が大幅に遅れた。ニュースレターは当初、四半期に1回の発

行を想定していたが、現状に即して半年に1回の発行に変更されている。 

2007年3月には、OVOP理念に関するパンフレット（英語版1,000枚、チェワ語版1,000
枚）の作成が行われた。 

 

２－２ 成果の達成状況 

 ２－２－１ アウトプットの達成状況 

本プロジェクトでは、中間評価に向けて2007年7月の第4回JCCにおいて具体的数値目標を

含む指標が検討され、第5回JCCで再検討することとなっていた。中間評価では、第5回JCC
で承認された指標に基づいて評価を行った。各指標は、原則として定量的に測定できるもの

となっている。 

各指標に対する達成状況は以下のとおりであり、着実な進捗が認められる。 

 

アウトプット1：OVOP事務局及びプロジェクトの運営体制が確立される。 

 

指標1：プログラム計画・評価のための定期的なミーティングが2010年10月までに半年

ごとに開催される。 

ベース・ライン プログラム計画・評価のための定期的なミーティングは開催されてい

なかった。 

現 況 プログラム計画・評価のための半年ごとのミーティングが、2006年か

らJCCとして開催されているほか、2007年からはJCCに加えOVOP理事

会ミーティングも開催されている。 
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指標2：2010年10月までに、すべてのOVOPプロジェクト・プロポーザルが確立された

OVOP体制を通じて申請される。 

ベース・ライン 明確なOVOPプロジェクト・プロポーザルの申請システムは確立されて

いなかった。 

現 況 OVOPデスク・オフィサーが全県で任命されている。18の県会でOVOP
コミッティーが形成されている。2008年3月18日までに、2008/2009年度

のプロジェクト・プロポーザルが県会を通じて申請される予定である。

 

指標3：2010年10月までに、ドナー/融資機関から資金供与を受けたOVOPグループの数

が、2005年10月の水準から累積的に増加する。 

ベース・ライン 2003～2005年に32プロジェクトが資金供与を受けた。 

現 況 2007/2008年度までに46プロジェクトが資金供与を受けている。 

 

指標4：2010年10月までに、OVOPマーケット支援によって販路開拓されたOVOP産品の

数が、2005年の10月の水準から累積的に増加する。 

ベース・ライン OVOPマーケティング・システムで支援されたOVOP産品はなかった。

現 況 
9つのOVOP産品がOVOPマーケティング・システムによって支援されて

いる。 

 

アウトプット2：OVOP推進の組織的運営のための人的能力が向上する。 

 

指標1：2010年10月までに、OVOPコンセプトに係る研修への参加者数が、2005年10月の

水準から累積的に増加する。 

ベース・ライン 日本でのOVOP研修への累積参加者数は12人である。 

現 況 OITへの累積参加者数は377人である。 

日本でのOVOP研修への累積参加者数は21人である。 

 

指標2：2010年10月までに、小規模ビジネス・マネージメントに係る研修への参加者数

が2005年10月の水準から累積的に増加する。 

ベース・ライン OVOPプログラムにおいて小規模ビジネス・マネージメントに係る研修

は実施されていなかった。 

現 況 OITへの累積参加者数は377人である。 

 

指標3：2010年10月までに、農産物加工技術/その他の産品に係る研修への参加者数が

2005年10月の水準から累積的に増加する。 

ベース・ライン OVOPプログラムにおいて農産物加工技術/その他の産品に係る研修は

実施されていなかった。 

現 況 OITへの累積参加者数は377人である。 

マラウイ大学ブンダ校とジョモ・ケニヤッタ大学が共催した農産物加

工に係るトレーナーズ・トレーニングへの累積参加者数は12人である。
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アウトプット3：グッド・プラクティスとなるようなモデル・ケースを通じてOVOP活動のイ

ンパクトが実証される。 

 

指標1：2010年10月までに、OVOP活動のタイプごとのOVOP活動マニュアルが作成され、

活用される。 

ベース・ライン OVOP活動マニュアルはなかった。 

現 況 OVOPビジネス・アドミニストレーションのガイドライン/マニュアル

が作成された。 

基礎農産物加工マニュアルが作成された。 

OVOPビジネス・アドミニストレーションのガイドライン/マニュアル

を用いたOVOPビジネス研修（OBT）で60人が研修を受けた。 

 

指標2：2010年10月までに、OVOPコンセプトの実証のためのOVOPグループ活動のタイ

プが、2005年10月の水準から多様化し、累積的に増加する。 

ベース・ライン 15タイプのOVOP活動があった。 

現 況 24タイプのOVOP活動がある。 

 

指標3：2010年10月までに、すべてのOVOPグループが定期的にモニタリング・評価される。

ベース・ライン グループ・モニタリング・システムはなかった。 

現 況 15のOVOP グループが定期的にビジネス記録を提出している。 

 

アウトプット4：OVOPコンセプト及び進捗情報が関係者に正確に伝達される。 

 

指標1：2010年までに、すべてのグループが活動レポートを定期的に提出する。 

ベース・ライン OVOPグループ・モニタリング・システムはなかった。 

現 況 報告等に基づき、9つのグループの活動がOVOPニュースレター1～3号

で報告された。 

 

指標2：2010年10月までに、OVOPニュースレターが半年ごとに発行される。 

ベース・ライン OVOPニュースレターは発行されていなかった。 

現 況 2007年時点で、ニュースレターが3巻発行されている。 

 

指標3：2010年10月までに、OVOPウェブサイトが毎月更新される。 

ベース・ライン OVOPウェブサイトは立ち上げられていなかった。 

現 況 2006年12月の開設以来、OVOPウェブサイトは毎月更新されている。 
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 ２－２－２ プロジェクト目標達成の見込み 

OVOP事務局を中心とするOVOP支援体制は、県会を通じたプロジェクト・プロポーザル申

請・審査システム、マラウイ大学ブンダ校ほかとの連携によるOVOPグループへの技術支援

体制、MARDEFとの連携によるOVOPグループへの金融支援体制、OVOP事務局による販路

開拓等のマーケティング支援、OVOPグループ活動のモニタリング及び実践的支援として、

その大枠が形づくられている。 

各指標に対する達成状況は以下のとおりであり、着実な進捗が認められる。 

 

プロジェクト目標：OVOP事務局はじめ、農村コミュニティが地域資源を活用した高品質の

産品やサービスのビジネスを開始する環境を創出する体制の確立と人

材の育成が図られる。 

 

指標1：2010年10月までに、確立されたアセスメント・システムによって審査されたOVOP
プロジェクト・プロポーザルの数が、2005年10月の水準から累積的に増加する。

ベース・ライン 明確な審査システムは確立されていなかった。 

現 況 2006/07年度に3つのプロジェクトが、2007/2008年度に7つのプロジェク

トがOVOPスクリーニング・シートによって審査された。 

 

指標2：2010年10月までに、確立されたOVOP支援体制（金融、マーケティング、技術）

によって支援されたグループ数が、2005年10月の水準から累積的に増加する。 

ベース・ライン 明確なOVOP支援体制はなかった。 

現 況 OVOPローン・システムの確立のためにMARDEFとの協議が行われてい

る。新システムは2008/2009年度の新プロジェクトに適用予定である。

OVOPマーケティング・セクションは、9つのグループのOVOP産品のマ

ーケティングを促進し、2007年7～12月で118万1,900MKの販売高となっ

ている。 

マラウイ大学ブンダ校、MIRTDC、DEMAT、マゴメロ・コミュニティ・

カレッジと共同で、食品加工に関してトレーナーズ・トレーニングを実

施した。 

 

 ２－２－３ 上位目標達成の見込み 

各指標に対する達成状況は、以下のとおりであり、指標1及び2に関しては着実な進捗が認

められる。指標3に関しては、現時点では大きな達成は認められない。 

 

上位目標：農村コミュニティで利用可能なリソースを使って、比較優位のある高品質産品や

サービスが創出される。 

 

指標1：2010年10月までに、OVOPグループの数が、2005年10月の水準から累積的に増加

する。 

ベース・ライン 28のOVOPグループが設立された。 

現 況 46のOVOPグループが設立されている。 
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指標2：2010年10月までに、実質純利益を生み出しているOVOPグループ数が、2005年10

月の水準から累積的に増加する。 

ベース・ライン 2つのグループが実質純利益の増加を達成している。 

現 況 11のグループが実質純利益の増加を達成した。 

 

指標3：2010年10月までに、すべてのOVOP産品がMBS基準で認証される。 

ベース・ライン MBS基準で認証されたOVOP産品はなかった。 

現 況 1つのOVOP産品がMBS基準で認証されている。 

 

２－３ 実施プロセス 

プロジェクトは、JCCで協議されるAnnual Plan of Operationに基づき、OVOP事務局の機能

拡充に向けて、効果的かつ柔軟に実施されてきた。プロジェクト実施においては、各スタッフ

のジョブ・ディスクリプションが明確に共有されており、プロジェクトは関係者とのコミュニ

ケーションの維持に留意し、共通認識をもって活動を推進するように努めている。例えば、プ

ロジェクトは毎週月曜日に定期ミーティングを行い、また、進捗はJCCでモニターされており、

懸案事項は関係者の間で共有されている。このような情報の共有はプロジェクトの効果的な実

施に貢献していると考えられる。 

すべてのC/P、JICA専門家、青年海外協力隊員、シニア・ボランティアは有能かつ献身的に

業務に取り組んでいる。ただし、C/Pは13ポスト中5ポストしか配属されておらず、更に、プロ

ジェクトとしてのチーム力を高めるためには、OVOP事務局の空席となっているポストに職員

が速やかに配属されることが望まれる。 

いくつかの活動はマラウイ側予算の執行の遅れ等の理由により遅れている。また、アンテナ

ショップの設置やニュースレターの発行等は事務手続きの問題により遅れが生じた。もっとも、

プロジェクトが適切に対応してきたことから、これらの遅れは重大な懸案事項とはなっていな

い。 

OVOPグループの活動に関しては、当初、OVOPコンセプトに対する理解が浸透していなかっ

たことから、農業投入財の購入のための資金援助といったOVOPコンセプトにそぐわないプロ

ジェクト・プロポーザルも多くみられた。また、政治家の介入によるプロジェクト形成も散見

された。プロジェクトでは、OVOPコンセプトの普及に努めるとともに、明確な手続きに基づ

いてOVOPプロジェクトの採択及び支援を行うよう努めており、状況は改善されてきた。 

OVOPプロジェクトとして支援を受けているOVOPグループには、資機材の供与の遅れや

OVOPグループの受益者負担としての資機材設置の遅れのため、活動の進捗が芳しくないとこ

ろもある。これらの事例の教訓として、計画と実施に関してより留意する必要があると考えら

れる。また、いくつかのOVOPグループでは、OVOP事務局とのコミュニケーションが疎遠とな

り活動が停滞している。OVOPグループとのコミュニケーションの維持は、OVOPグループ支援

において重要な要素のひとつと考えられる。全国に散在するOVOPグループとの緊密なコミュ

ニケーションを維持するためには、マンパワー、移動手段、通信手段等が制約要因になり得る。 

OVOP活動は、住民のイニシアティブによるプロジェクト・プロポーザルの申請がグループ

支援の前提となっている。また、住民は様々なトレーニングに積極的に参加し、自分たちの活

動を継続している。したがって、OVOPグループの参加度は高いと考えられる。もっとも、46
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グループ中、5グループは活動休止、11グループは活動が停滞しており、これらのグループで

は自主的な参加度合いが低下していることが懸念される。これらのグループとの間では、OVOP
グループ活動のモニタリング及びコミュニケーション・システムの改善の余地があると思われ

る。 

ほとんどの活動は、最初は小さな規模で試行され、その結果を分析し内容を改善したうえで

展開されている。また、多くの活動が、目に見える形で関心を高めるとともに人々を動機づけ

るために、モデル・ケースづくりを意識して実施されている。そして、OVOPグループ支援の

ための活動は、国内のリソースをリンクさせ活用することに留意されている。個々の活動にお

いては、明確な手続きにより、OVOPグループ支援の透明性・公正さを確保しようとしている。

これらのアプローチはプロジェクトの効果的かつ効率的な実施に貢献したものと考えられる。 

これらプロジェクトの前半における実施プロセスは、OVOP事務局の機能を探求し、その可

能性を広げてきたと特徴づけられる。その結果、OVOP推進・支援体制の大枠を形成すること

ができたといえる。 

 

２－４ 実施体制 

OVOPプログラムは、MLGRDの下に設置されたOVOP事務局によって推進されている。また、

OVOP事務局を中心とした活動の包括的な監理・意思決定機関として、OVOP National Board
が設立されている。 

本プロジェクトは、このOVOP事務局を中心としたOVOP推進体制を支援するためのものであ

る。したがって、本プロジェクトは、マラウイにおけるOVOPプログラムの一部であって、OVOP
プログラムそのものを指すものではない。 

本プロジェクトは、MLGRDの次官をはじめとする政府関係者、マラウイ大学ブンダ校、

MARDEF等の関連機関代表者、JICAマラウイ事務所長をメンバーとするJCCをプロジェクト最

高意思決定機関として監理・運営されている。JCCでは、プロジェクトの進捗を確認し、懸案

事項の解決にあたるととともに、プロジェクトの活動計画の承認を行っている。 

プロジェクト活動は、主に2名のJICA長期専門家、2名の青年海外協力隊員と5名のOVOP事務

局C/Pによって実施されているが、必要に応じてJICA短期専門家及びシニア・ボランティアが

派遣されている。また、マラウイ側からは正式な職員のほかに、インターンとして業務にあた

っている者もいる。 

OVOP事務局は、国内の他の機関との連携を重視しており、金融面ではMARDEF、技術面で

はマラウイ大学ブンダ校を中心としてMIRTDC、DEMAT、マゴメロ・コミュニティ・カレッジ

等との連携体制を構築しつつある。 

また、地方分権化の流れとの整合性及び、よりコミュニティに近いところでの支援体制の観

点から、県会がOVOP推進体制の重要な要素となっている。現在、兼任ではあるが、全県でOVOP
デスク・オフィサーが任命されており、18県でOVOPコミッティーが設置されている。 

さらに、プロジェクトの円滑かつ効果的な実施のため、これまで日本から運営指導調査団が

2回派遣されている。 

図2-1、及び2-2にプロジェクト実施に関する概念図を示す。 
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（出典：プロジェクト作成資料） 

図２－１ マラウイ OVOPプログラムと JICA支援概念図 

 

各種一村一品活動
加工農産品、乳製品、きのこ製品、
果汁製品、植物油脂，干物など

理念普及
・ワークショップ
・広報活動
・Web 作成
・ニュースレター作成

金融支援
・資金調達
・融資審査
・プロジェクト経営指導

技術支援
・技術支援センター
・加工技術研修
・加工機材購入
・ビジネス研修

マーケティング支援
・OVOPアンテナショップ
・マーケティング研修
・パッケージング支援

マラウイ政府一村一品事務局

青年海外協力隊 / シニア海外ボランティア
村落開発、野菜、果樹、家畜飼育、農業機械、竹細工、パッケージデザイン、マーケティングなど

プログラム実施プログラム実施

マラウイ一村一品運動のための
制度構築と人材育成プロジェクト（技プロ）

制度構築・制度構築・ 人材育成支援人材育成支援

技プロ投入
・一村一品コーディネーター
・小規模ビジネス専門家
・農産品加工専門家
・きのこ専門家
・各種研修

技プロ投入
・一村一品コーディネーター
・小規模ビジネス専門家
・マーケティング専門家
・各種研修

各種支援機関
九州大学農学部演習林熱帯農学研究センター、アジア立命館太平洋大学（ＡＰＵ）、一村一品国際交流協会、タイOTOP、道の駅など

研修事業
・アセアン一村一品セミナー
・アジア・アフリカ知識共創
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（出所：プロジェクト作成資料） 

図２－２ OVOPプログラム実施フロー 完成予想図 

1.5次技術導入研修 一村一品コンセプト研修

一村一品事務局評価

各資金提供団体

プロジェクト実施

各種産品完成

技術研修
ビジネス研修

質の高い
プロポーサル

民間業者 一村一品マーケティング

ビジネス導入研修 ビジネスラジオ講座

※黄色部分はJICAプロジェクトで

主に支援する活動

県庁 / 農民

海外市場

ステップ１

ステップ2

ステップ3
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第３章 評価結果 
 

３－１ 評価結果総括 

本中間評価の調査によって得られた事実と分析に基づいて、プロジェクトはこれまでのとこ

ろ計画どおりに実施され、特段の障害はなかったものと確認した。また、両国のプロジェクト

関係者の多大な努力により、プロジェクトの前半で期待される成果をおおむね達成することが

できたことが確認された。 

プロジェクトの前半期間において、OVOP推進体制はその大枠をおおむね確立したといえる。

特に、県レベルでのOITを通じて、OVOPコンセプトを関係者の間に浸透させ、それにより得ら

れた共通認識と人的ネットワークはOVOPプログラムを広めていくうえで大きく貢献するもの

といえる。 

各論については、プロジェクト・プロポーザル申請システム、技術支援、金融支援、マーケ

ティング支援といった様々なコンポーネントに関し、プロジェクト開始以降、OVOP事務局の

役割と機能を探求しその可能性を広げてきたといえる。プロジェクトの中間時点が過ぎた段階

では、OVOP推進体制を支える諸機関の中核的機能や役割をそれぞれ明確にし、その共通認識

を確立していく必要性が認められる。したがって、OVOPシステムが自律的に機能するために、

OVOP事務局は、その機能として何をし、何をしないかを明らかにして、特に地方レベルでは、

県レベルの担当者のOVOP活動支援能力を高めるための総括的なマネージメント等にその役割

を集約していくなどの整理が必要であると考えられる。 

さらに、OVOPプログラムのより自律的かつ持続的な発展のためには、国内におけるOVOP
の統一的なイメージが重要である。いくつかのOVOPグループは、本プロジェクト以前にJICA
による支援で活動が開始された経緯を有するため、自分たちの活動はOVOP事務局ではなく

JICAに支援されていると考えているところもある。このような状況はマラウイにおけるOVOP
の長期的な推進にとって重大な阻害要因ともなり得る。これまでプロジェクトが達成してきた

ものをより深めていくために、「マラウイのOVOP」を広めていくことが求められている。 

 

 （１）効果発現に貢献した要因 

１）計画内容に関する事項 

    OVOP事務局はMLGRDの部局として設置され、予算配分も行われている。実施主体

としてOVOP事務局が存在していることは計画内容の前提として重要な要素といえ

る。 

    OVOPコンセプトを一貫して維持し、かつ、国内のリソースをリンクし活用する計

画内容となっている。 

    多くの活動が、目に見える形で関心を高めるとともに人々を動機づけるために、モ

デル・ケースづくりを意識して計画されている。 

２）実施プロセスに関する事項 

    OVOP事務局は、関係者とコミュニケーションを維持し、人的ネットワークを構築

するとともに、共通認識をもって活動を進めているよう留意している。 

    多くの活動が、パイロット的に試行され、その経験を分析・フィードバックしたう

えで、次のステップに進むという形となっている。 
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    OVOPグループの支援に関して政治的な影響を受けることもあったため、明確な手

続きにより、OVOPグループ支援の透明性・公正さを確保しようとしている。 

    住民、県会、OVOP事務局の主体的な取り組みが重視されている。 

 

 （２）問題点及び問題を惹起した要因 

プロジェクトの計画内容に関しては、投入として計画されていた技術支援センターにつ

いて、OVOP事務局の負担及びローカル・リソースの活用を考慮し、既存機関との連携に

修正された。また、投入として計画されていたアンテナショップは、立地条件・賃料等に

関して適切な案件を早期に発見することができなかったため大幅に設置が遅れたが、むし

ろ、OVOP事務局の活動の進捗に合わせて達成されるアウトプットとして計画したほうが

適切であったとも考えられる。 

実施プロセスにおいては、成果達成の妨げとなるような深刻な問題は見受けられない。

意思決定等において若干のコミュニケーション・ギャップが生じることもあったが、プロ

ジェクト内での共通認識が重視されており、コミュニケーション及びモニタリングに重大

な支障は生じていない。詳細な点では、マラウイ側のOVOPプロジェクト支援はローンで、

JICAの支援は贈与のため、グループが混乱する面があったほか、C/Pの配置の遅れ、両国

間の予算年度の相違による支出タイミングのずれなどの課題があった。 

 

３－２ 評価５項目による評価結果 

 （１）妥当性 

本プロジェクトは、以下の観点から妥当性は高いと考えられる。 

① マラウイ側政策との整合性 

ミレニアム開発目標（Millennium Development Goals：MDGs）の6つのKey Priority Area
の1つである Integrated Rural DevelopmentのKey StrategyとしてOVOPは明記されている。

MLGRDもStrategic Plan for the One Village One Product Programmeに基づきプログラムを

推進しており、マラウイ側政策との整合性は高い。 

② ターゲット・グループのニーズとの整合性 

マラウイの約8割の国民は農村部に住んでおり、農村部における経済活動の活性化への

支援はマラウイ政府にとって重要な課題である。原材料の生産に終始している現状に対し、

OVOPコンセプトである地域資源を活用して付加価値を創出する活動は、農村経済の活性

化に資するものであり、農村住民からの期待も高い。このようなOVOP活動を支援するた

めには、OVOP事務局を中心とする制度的な支援体制及び人材育成が不可欠であり、その

ニーズと合致している。 

③ 日本の援助政策との整合性 

JICAマラウイ事務所が、日本政府の援助方針の下、マラウイ政府の開発方針と整合性を

図りながら、JICAとして積極的に取り組むべき分野として掲げている3分野のうち、「人的

資本開発」及び「持続的経済開発」に合致している。 

④ アプローチとしての適切さ 

住民から申請があったプロポーザルに対して適切な手続きに基づいて対応していくと

いう基本方針は、公正であり、かつ、住民のイニシアティブを重視するものとして妥当で
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ある。また、今後は、一連の手続きを県会を通じて行っていく予定であり、地方分権化の

文脈に沿うとともに、より農村住民に近いところでの支援体制の確立が期待される。他ド

ナーとの重複もなく、プロジェクトの戦略、計画は妥当といえる。 

 

 （２）有効性 

本プロジェクトは、以下の観点から有効性が確保されることが見込まれる。 

① プロジェクト目標の達成見込み 

これまでの活動により、プロジェクト・プロポーザル申請・審査システム、技術支援、

金融支援、OVOPグループ活動のモニタリング等、OVOP推進の制度面はある程度の形がで

きてきている。県レベルでの実施体制についても全県対象の研修を修了しており、OVOP
コンセプトの普及及び人的にネットワークの形成がなされている。今後は、C/Pを中心と

して制度を運用し定着させていく段階である。その課題も、（ⅰ）マラウイ大学ブンダ校

ほかとの技術提携、（ⅱ）MARDEFとの金融支援提携、（ⅲ）アンテナショップの運営、（ⅳ）

既存グループの活動の更なる活性化とその経験に基づくマニュアル作成に絞られてきて

いる。 

確かに、マラウイ側の活動計画と予算執行のタイミングのずれが活動の遅れとなる場面

や、村人の期待が高くOVOP支援に対する潜在的需要は大きいため、優良プロポーザルが

数多く申請されても、予算的・人的制約のため対応できない場面は想定され得る。しかし、

アウトプットもおおむね予定とおり達成されており、プロジェクト目標に関する指標も着

実な進捗がみられることから深刻な阻害要因になるとは想定されない。 

また、大統領をはじめとするマラウイ政府のコミットメントは今後もプロジェクト目標

達成のための大きな貢献要因となると考えられる。大統領選挙は、懸念材料のひとつとい

えるかもしれないが、現状、OVOPに関する大きな政策変更の兆しはない。 

したがって、プロジェクト目標のプロジェクト終了時までの達成は可能と考えられる。 

② 因果関係 

プロジェクト目標を達成するためのアプローチとして4つのアウトプットは論理的に適

切であり、かつ、これまでに達成された実績からみてもアウトプットの結果としてプロジ

ェクト目標が達成されるものと考えられる。 

外部条件の特段の変化は想定されず、また、外部条件が満たされる可能性は高いといえ

る。 

 

 （３）効率性 

本プロジェクトは、以下の観点から効率性が高いと考えられる。ただし、空席ポストへ

のC/Pの配置により十分な投入を確保する必要性は認められる。 

① アウトプットの達成状況 

アウトプットは、おおむね予定どおり達成されており、その達成度合いも適切といえる。 

OVOP事務局のC/Pが本邦研修で大分を実際に見てきているのは、具体的なイメージとモ

チベーションをもって活動するうえで大きく役立っている。OVOP事務局C/Pの主体的かつ

積極的な業務姿勢は、アウトプット達成の大きな貢献要因といえる。 

また、マラウイ政府OVOP関係者が、JICAによる「アフリカOVOP」プロジェクト形成
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調査に参加し、他国で自国の事例を発表した経験や、2008年1月のインターナショナル・

セミナーの開催等は、マラウイ側の誇りとモチベーション、コミットメントを高めており、

アウトプット達成にも貢献要因として働いていると考えられる。 

更に、OVOPコンセプトを一貫して維持していることはアウトプットの適切な達成の貢

献要因と考えられる。 

② 因果関係 

C/Pが13ポスト中5ポストしか配置されていないなかで、他の活動と並行して、全県対象

のOITを実施してきたのは、現有のマンパワーに比してやや過大な活動と評価することも

できる。一方、食品加工やマーケティング等の専門分野に係る短期専門家等の派遣のニー

ズは認められる。 

それ以外では、ほぼ計画とおりの投入による現在のプロジェクト体制による活動で、大

きな支障なくアウトプットを達成してきており、投入の質・量ともおおむね適切であった

と考えられる。ニュースレターの発行や個々のOVOPグループ活動等、いくつかの活動で

遅れはあったものの、おおむねこれら投入は適切に活用されており、その活動はアウトプ

ット達成のために十分であったといえる。ただし、これらは、現有のプロジェクト・メン

バーの献身的な働きによるところが大きい。 

外部条件の特段の変化は想定されず、また、外部条件が満たされる可能性は高いといえ

る。 

③ タイミング及びコスト 

マラウイ側の計画と予算執行のタイミングのずれが生じる場面もあったものの、Annual 
Plan of Operationに基づき年度ごとの課題をもって投入しており、おおむね適切なタイミ

ングであったといえる。 

なお、OVOPグループへ供与する資機材の調達には手続きに時間を要し、また、国内で

調達できないものもあり、調達先を探すのにも手間がかかるが、プロジェクトとしては最

大限効率的に対処している。 

特段の代替的投入は想定されず、コスト的にも問題はない。 

 

 （４）インパクト 

本プロジェクトは、次の理由により上位目標が達成される見込みがある。また、以下の

ような正・負のインパクトが想定される。 

上位目標の達成に関しては、地方でのインフラ（交通、電力、水道）の未整備やパッケ

ージ材料の不足が制約要因としては考えられる。また、産品の品質を高め維持していくた

めの食品加工技術等の支援体制の構築には、村レベルでの技術レベルの現状を勘案すると

想定以上の時間を要する可能性もある。しかし、現時点でも上位目標に関する指標1及び2

に着実な進捗がみられることから、深刻な制約要因になるとは想定されない。 

上位目標の指標3であるMBS基準の認証を受けたOVOP産品数は、現在1つだけであるが、

OVOP事務局はMBS基準の認証を受けるための環境づくりに取り組んでおり、着実な進捗

が認められる。プロジェクト関係者の見通しからも、同指標の達成可能性は見込まれる。 

プロジェクト目標はプロジェクト終了時までに達成される見込みであり、プロジェクト

目標と上位目標の論理関係も適切である。また、外部条件の特段の変化は想定されず、外
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部条件が満たされる可能性は高いといえる。さらに、OVOPはイベント等を通じて広く認

知されており、皆がやってみたいと思う村レベルでの機運の高まりは上位目標達成の貢献

要因となると考えられる。 

以上から、上位目標はプロジェクト終了後に達成されることが見込まれる。 

① 正のインパクト 

    OVOPグループ活動への参加により、女性の社会・経済的な活躍の機会が増加して

いる。 

    ブワンジェバレー米販売グループでは、ライス・ミルの稼動のために人を雇用して

おり、OVOPグループ活動のための雇用が生じている。 

    MBSの基準を満たす等、高品質な産品の創出により健康によい食料の供給がなされ

ることが期待される。 

    UNCDFとの連携が検討された時期もあり、今後、他の機関との協力関係が発展して

いくことが期待される。 

② 負のインパクト 

    嫉妬心や競争心、格差等が不当に生じる可能性は考えられる。 

    児童労働が増加する可能性はある。 

    他の低利融資事業との競合はあり得るかもしれないが、地域資源を利用した付加価

値の創出はOVOPプログラムの開拓分野なので、必ずしも負の影響とはいえない。 

 

 （５）自立発展性 

本プロジェクトは、以下の観点から、いくつかの点に留意をすることにより、自立発展

性が確保される見込みがある。 

① 政策・制度面 

現時点ではOVOPプログラムに関する政策の特段の変更は想定されていない。また、

OVOP事務局には毎年予算が確保されており、それが中断される特段の事由は、現時点で

は想定されていない。 

ムジンバ県では、2008年度の県会のOther Recurrent Cost（ORT）にOVOP関連経費を計

上しており、OVOP活動が継続すれば県レベルでも予算確保の見込みはあると考えられる。 

融資機関との業務提携はOVOP事務局が活動を維持していくうえで大きな助けとなる。

ただし、MARDEFは現状OVOP事務局で用意できる予算より大きな取り扱い額を希望して

おり、その点で調整が必要となっている。 

マラウイ大学ブンダ校ほかとの技術支援に関する業務提携はOVOP事務局が活動を維持

していくうえで大きな助けとなる。この点に関しては、OVOP事務局とマラウイ大学ブン

ダ校とのコミュニケーションを維持する担当職員の確保が重要と考えられる。 

② 組織面 

マンパワーはプロジェクトの成果を維持していくうえで重要な条件である。政府は

OVOP事務局への人材配置に努力しているが、今後、注視する必要がある。 

既に、個々の業務実施及びモニタリングがOVOP事務局の日常業務となっている。今後

は、OVOPグループに移管する業務や他機関に委託する業務を含め、OVOP事務局は何をし、

何をしないのかを明らかにし、その中核的機能を明確にしていく必要があると考えられる。 
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基本的に、両国関係者の協働によってプロジェクトは適切に実施されている。活動をよ

り持続的なものとするために、プロジェクト終了に向け、活動に関しての意思決定等にお

けるマラウイ側のイニシアティブを更に高めていくことが望ましい。 

③ 技術面 

食品加工の対象によっては、やや技術レベルが高いと考えられるケースも想定される。

適切な技術支援体制の構築を工夫する必要がある。 

④ その他 

既に、多くのグループが自主的な活動を継続しており、適切なOVOP支援体制が確立さ

れれば、自主的なグループ活動の多くは継続すると考えられる。 

普及員の移動手段等が問題となり得るが、それ以外では県レベルでのOVOP推進活動の

継続を阻害する特段の事由は現時点では想定されない。 

政府の強いコミットメントが自立発展性において最も重要な要素のひとつと考えられ

るが、現時点ではそのコミットメントは継続すると考えられる。 

 

３－３ 調査団所見（団長所感） 

本プロジェクトは2005年10月の開始から2年半が経過し、その間、我が国が発信するOVOP
運動のアフリカにおけるフロントランナーとして衆目を集めるとともに、あとに続く国々に対

する模範事例となることが予想されている。これまでも大統領の強力なイニシアティブの下に

マラウイ側もオーナーシップを発揮して本件プロジェクトの成果発現に努め、日本側も必要な

リソースの投入を行う等可能な限りの対応を行っており、相応の成果を確保してきたところで

あるが、これまでの活動のなかで今後解決すべき課題も明らかとなってきている。 

所感として、残りの2年半の期間に本プロジェクトを実施するにあたって留意すべき点に触

れ、今後の検討材料としたい。 

 

 （１）プロジェクトの実施体制 

本プロジェクト実施当初より問題となっていたC/Pについては、中間評価時に13ポスト

に対して5ポストが配置されていた。政府職員の配置であり、手続きに時間がかかること

や面接まで行っても適任者がなかなかみつからないことが配置の遅延となっているよう

であり、今回の評価調査時においても引き続き努力するようマラウイ側に申し入れた。 

また、同様に懸案となっていたマラウイ側の事業予算についても、不十分な予算の確保

や予算執行の遅れがプロジェクトの活動に影響を与える場合があり、特に研修を実施した

際にC/Pの出張旅費の支払いに問題が生じることがあることから、改善をマラウイ側に申

し入れたが、予算確保については国会の影響を受けることもあることから、今後も劇的な

改善を期待することは難しいと思われる。ただし、マラウイ側の努力姿勢については評価

できるのではないか。 

 

 （２）マイクロファイナンス 

マイクロファイナンスについては、事務局直営で実施するよりも既存の専門機関に委託

するほうが妥当であること、JICAからは直接的なファイナンス支援を行うことはできない

ものの技術的な支援を行うことは可能である旨これまでの運営指導調査で申し入れてき
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たが、マラウイ側は自己資金をMARDEFに委託する方向で検討中であり、本件が実現する

ことになれば、JICAとしても必要に応じて、ファイナンスに係る短期専門家の派遣等を検

討していくことなろう。ただし、原資となる投入資金は2,300万MKほどであり、OVOPグ
ループから要請される資金需要に応えきれていない状況にあることから、JCCにおいてこ

れまでと同様にJICAからの資金投入の可能性について質問を受けた。当方からは、JICAは

Funding Agencyではないことから原資を提供することはできないことを改めて述べるとと

もに、資金リソースについては官民問わず幅広く可能性を模索すべきである旨言及した。 

また、本JCCにおいて、我が国の見返り資金のマイクロファイナンスへの活用の可能性

について検討している旨マラウイ側より表明があった。本件に関して当方からは特段コメ

ントはしなかったものの、マラウイ側のキャパシティを考慮しつつ、必要に応じて検討し

ていくことが望ましい。 

 

 （３）アンテナショップ 

これまで低賃貸料で立地条件のよい優良物件がみつからなかったことから設置が大幅

に遅れていたアンテナショップに関し、このほど候補物件が選定され、物件所有者との賃

貸に係る基本的合意に至った（5,000MK/月）。本年3月より設置予定であり、運営費につい

てはマラウイ側が負担することになるが、今後の運営については課題が残る。マラウイ側

は政府としてショップの運営に携わることはできず、本件はあくまで市場調査の一環とし

ての位置づけであることから期限を1年と区切っており、その後のショップの受け皿をど

うするのかについては未定である。また、本件はコストシェアをすることになっており、

JICAは資機材を供与するほか、ショップキーパーをローカル・コンサルタントとして傭上

する（2名計4万MK/月）こととしている。さらに、マーケティングに関する短期専門家を

派遣することも計画しており、本件実施に際しては費用対効果の面からも相当な効果をあ

げることが必要であろう。 

 

 （４）OVOPのブランド化 

OVOPを中長期的にマラウイに定着させていくにはOVOP商品をブランド化していくこ

とがマーケティング上も有効であり、事務局が取り組もうとしているOVOPグループの登

録制度の構築は肯定できる取り組みである。JICAの実施した12のモデル・プロジェクトに

関して「JICAによる支援は認識しているものの、OVOPプロジェクトとしての認識が希薄

である」といった不満が今回の中間評価のなかでマラウイ側から聞かれたが、こうした不

満もOVOPをマラウイの国家ブランドとして意識づけることで解消されることも期待でき

る。ただし、2008年度にはラジオ・プログラミングに関する専門家も派遣する予定である

ものの、TVやラジオといった媒体を通じたイメージ戦略をどの程度行っていくのか、キャ

パシティの観点から検討していくことが必要であろう。 

 

 （５）OVOP事務局機能 

OVOP事務局機能を明記した書面等があるわけではないが、これまではプロジェクト・

プロポーザルの審査をはじめとして、OVOPグループへの指導、マーケティング、商品の

集配や販売、技術提供等を行ってきており、そのための人員も配置してきている。さらに
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今後はMARDEFとの連携によるマイクロクレジットやOVOPのブランド化をめざした

OVOPグループの登録制度の構築も予定されている。一方で、プロジェクトの終了時期を

2010年に控え、これまでどおり事業の可能性を広げる活動を行うばかりではなく、OVOP
実施のために事務局がどのような役割を果たしていくべきなのか、その中核的機能を明確

化していく必要があると思われる。特に、現時点で機能していないと思われるマラウイ大

学ブンタ校によるOVOPグループに対する技術提供システム、技術提供のための情報シス

テムや人的ネットワークの構築といった核となる事業についてはOVOPプロジェクトを持

続的なものとしていくための必要なコンポーネントになると思われるところ、取り組みの

強化が必要である（懸案となっていた技術センター設立については、これまでの運営指導

調査団の提言に従って本件プロジェクトのコンポーネントから外し、既存機関との連携に

より技術提供を行う方針となっている）。 

 

 （６）今後の投入 

これまでの投入は現場のニーズに基づき、Scopeを限定することなく行ってきたことか

ら多様なコンポーネントとなっている。プロジェクトの前半はTrial and Errorという意味

も含めて課題抽出の観点からもそうした実施は意味のあるところであったが、今後は残り

2年半の期間のなかで、終了時期を見据えて、プロジェクトの方針を明確化して投入に濃

淡をつけていかなくてはいけないと思われる。そうしたなかで、マラウイ側はマーケティ

ングや食品加工等よりテクニカルな分野の技術移転を要望するようになってきており、本

プロジェクトの当初の目的である「制度構築と人材育成」との整合性をいかに取っていく

か検討する必要があると思われる。 

 

 （７）コミュニティのエンパワーメント 

本プロジェクトのスーパーゴールは「コミュニティのエンパワーメントを通じて貧困削

減を達成する」としているが、プロジェクト活動自体はOVOP事業の実施であるコミュニ

ティのエンパワーメント醸成を図るための投入は行われていない。現時点、プロジェクト

目標をいかに達成するかが重要であることから、コミュニティのエンパワーメントの扱い

については今後の課題にするとしてもその取り扱いについては検討する必要があろう。な

お、貧困削減の定義が不明確であることから現在のスーパーゴールとそれを計る指標との

整合性が取れていないのではないかとの当方からの問題定義に対し、マラウイ側も文言の

修正に同意したことから、スーパーゴールとその指標については改めて検討したい。 

 

 （８）大統領選挙の影響 

2009年の5月に大統領選挙が予定されており、本プロジェクトが現大統領の強力なイニ

シアティブの下に実施されていることから、結果次第ではプロジェクト運営に支障が出る

のではないかと危惧される。なお、次官以下については公務員であり、任用に関して政治

の影響は受けないとのことであった。 

 

 （９）その他 

現事務局長をTICADIVへ参加させてくれないかとの要請がMLGRD次官よりあった。本
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件を所管している我が国外務省に要請があった旨を伝え、参加の可否を打診してみるもの

の、出席枠が決まっていれば参加は難しいのではないかと返答した。 
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第４章 提言と今後の活動 
 

４－１ PDMの見直し 

 （１）指標の見直し 

今回調査期間中に開催された第5回JCCにおいて、プロジェクトからPDM指標の見直しに

ついて提案があり、関係者の合意により、変更を承認した。 

同見直しは、第3回JCC（2007年1月）において、JICAから派遣された運営指導調査団に

よる問題提起に端を発したものであり、同調査団が、今後の評価調査を踏まえて計測性を

勘案した指標設定の必要性について指摘したことによる。右指摘を踏まえて、プロジェク

トにおいて改訂指標の作成、及びベースラインデータの特定作業を行ってきた結果、今回

JCCにおいて付属資料4のとおり変更案が提示され、承認されたものである。 

この指標変更により、終了時評価及び事後評価時の達成状況測定が適切に行われるもの

と考えられる。 

 

 （２）最上位目標の見直し 

また、第5回JCCにおいて、調査団から上位指標の標記について、次のような問題提起を

行った。すなわち、現行の最上位目標では、「コミュニティエンパワーメントを通じて貧

困削減が達成される」とされているが、貧困削減には、収入創出活動のみならず、教育、

保健衛生等、多様な要因が絡んでくることから、将来的に本プロジェクトのインパクトを

測る点で、貧困削減に貢献する等の関与度合いが適切と考えられる点である。 

右提案を受けて、最終的に、次回JCCに向けて両国関係者双方で適切な目標表現を検討

することとなった。 

 

４－２ 提 言 

 今回評価調査では、プロジェクトの残り期間に留意すべき事項等として、以下の諸点につい

て提言として整理し、合同評価報告書に記載した。 

 

 （１）OVOP事務局の役割の選択と集中 

プロジェクトにおけるこれまでの活動は、図2-1に示されるようなOVOP運動の制度の構

築を図るため、あらゆる側面に関して実施されてきた。これまで、兼任とはいえ県レベル

においてOVOP担当職員が任命され、OVOP事務局までの申請体制が確立されたこと、技術

支援機関やマイクロファイナンス機関との連携について、ある程度の目途がたったことな

どにより、制度構築はほぼ達成されたものと考えることができる。 

本評価時点において、PDMに記載された活動のうち、一部については、これからの活動

とされているが、こうした活動について、PDM上の達成目標等に照らして、その必要性、

インパクトを慎重に見極め、いわば選択と集中を行うことで、真に効果のある活動に注力

することが望まれる。 

 

 （２）情報の集約・体系化 

これまでの活動において、官民を問わず協力関係を構築した機関が数多く存在すること
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が確認された。現在、こうした情報は、各グループや普及員等、個々人の知見としてある

のみであり、OVOP運動の制度的情報として蓄積するための工夫が必要である。 

 

 （３）技術支援制度の確立 

第3回JCCにおいてJICA運営指導調査団から、技術支援機関については、必ずしも特定機

関に偏らず連合体（Alliance）として関係を構築することの意義が提案された。現在、複

数の機関との間で連携関係が構築されつつあるが、コンタクトポイント、支援申請の方法

等、ユーザー（OVOPグループ）の視点で整理することが重要である。 

 

 （４）マラウイOVOPブランドの確立 

OVOPグループの活動を活性化し、また参画への意欲を喚起するひとつの方策として、

OVOPブランドの確立は有効な視点である。その際、製品品質管理を所掌するMBSとの協

力も不可欠である。 

 

 （５）マイクロファイナンス 

上述のとおり、マイクロファイナンス機関との提携協議が進んでいるが、その規模に関

して、申請に対する事務局による処理能力を十分に勘案する必要がある。申請体制が構築

されたことで、今後申請数が増加することも予想され、仮に事務局において円滑に審査が

進まず滞留するような事態が発生すれば、グループの活動意欲を阻害する要因となりかね

ない。 

事務処理能力に合わせて融資原資を調整するという考え方そのものが本末転倒である

が、調査時点において提携機関との間で初期費用の点で見解の相違がある点に鑑みて、本

点を提言として取りまとめた。 

 

 （６）協力機関の模索 

OVOP運動は、大分県をその発祥として、現在は世界各国で取り入れられている考え、

運動であるが、その支援、協力のパートナーとして日本に限定する必要は必ずしもない。

マラウイにおけるOVOP運動の発展という視野をもって、幅広くパートナーを得る可能性

を探ることが求められる。本調査時の関係者との協議やJCCにおいて、協力要請先を我が

国に限定するかのような発言がみられたことから、あえて幅広い協力パートナーの模索の

必要性について、提言として盛り込んだ。 

 

４－３ 今後の活動 

 2008年度の活動計画案について、第5回JCCにおいて、プロジェクト側から提示があり、出席

者間で議論が行われた。そのなかでは、活動の個々について、既存機関による施策との関係や

活動の採算性等についての意見が提示された。 

 特に、マーケティングに関して活動が予定されるアンテナショップについては、1年間の試

行期間とされているが、その採算性、及び将来性についての疑問が一部参加者より提示された。

本件に対しては、JICAとしても相応のインプットを行うことが計画されているものの、これま

で、具体的な計画、戦略が提示されていない。したがって、アンテナショップを、1年間の試
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行を経てOVOP運動のなかでどのように位置づけるのか、といった基本コンセプトが必ずしも

明確となっていない状況にある。この点は、協議議事録（Minutes of Meeting）においても記

載したが、早急な確認が必要である。 

 アンテナショップをひとつの事例として取りあげたが、本プロジェクトにおいては、必要な

投入について、時期、投入両等、臨機応変に対応をとってきた。この点は、提言においても取

りあげたように、制度構築という広範な領域を有する目標に向けた活動として一定の成果をあ

げてきたが、今後、最終的な目標の達成に向けて、より各活動の目的、意義を精査、厳選して

いく必要があると考えられる。 

 今後早い段階で、残り2年半の期間における活動について、PDMにおける記載事項を基に、

整理、計画することが求められる。 

 



付 属 資 料 

 

１．調査結果一覧表 

 

２．主要面談者 
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４．協議議事録（合同評価報告書） 
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調査項目 現状及び課題 対処方針（案） 調査・協議結果 

I 基本事項 

１．中間評価の実施 

 

・ プロジェクト開始後 2 年半が経過し

たことから、以下を目的として中間

評価を実施する 

(1) プロジェクトの進捗を確認し、評価

5 項目に基づき経過の評価を行

う。 

(2) 同評価結果に基づき、必要に応じ

て期間後半の計画の見直しを行

う。 

(3) これまでの JCC 等での議論を踏ま

え、設定目標の具体的指標につい

て協議、検討する。 

(4) その他、プロジェクト運営上の課題

等について協議し、解決策等につ

いて協議を行う。 

・ R/D に記載のとおり、合同評価を行う

ことについて、カウンターパート（C/P）機

関の了解を得る。 

・ 中間評価の趣旨、目的、及び評価の視

点(5 項目)について説明し、共通理解を

形成する。 

・ 以 上 は 、 事 前 に 事 務 所 を 通 じ て 、

Discussion Paper を配布し、調整する。

・ 中間評価は、関係者へのインタビュー、

収集資料等に基づき、評価グリッドにお

ける確認事項を埋めるプロセスにより進め

られる。同プロセスにおいて、C/P が評価

者になる場合において、マラウイ側メンバ

ーは評価者側にも、またインタビューを受

ける被評価者側ともなり得ることに注意

する必要がある。 

・ 評価報告書原案については、基本的に

日本側メンバーで準備し、内容について

マラウイ側メンバーに諮ることを想定してい

る。 

・ 調査の趣旨、進め方等について、説

明のうえ理解を得た。 

・ 先方評価メンバーは、MLGRD 局長、

OVOP 事務局長、及び同事務局首席

ビジネス・オフィサーとなった。 

 

II 投入実績 

１．投入実績の確認 

 

・ プロジェクト開始時、及び運営指導調査

時に作成されている Annual Plan of 

Operation を基に投入進捗を確認する。

・ 併せて投入の実績について確認する。 

 

・ 進捗を確認し、評価レポート別添とし

てまとめた。 

 

 

(1)日本側投入 

 

・ 長期専門家、 短期専門家、本邦研

修、機材供与、及びボランティアについて

投入実績あり。合同評価報告書添付

資料として整理する。 
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(2)マラウイ側投入 

（事務局体制） 

 

 

 

 

 

 

 

(事務局体制) 

・ 現状では、全 13 ポストのうち事務

局長、ビジネス開発担当、マーケテ

ィング担当、販売担当、及び経理

担当が配置されている。 

・ その他、地方レベルでは全県におい

て、District Desk Officer が配置さ

れている。 

 

(事務局体制) 

・ 空席となっているポストの早期配置につい

て対応を求める。 

  

 

 

 

 

 

・ 現在、13 ポスト中 5 ポストについて配置

済みであり、又更に 4 ポストについて面

接を行ったところである旨、説明があっ

た。 

 

 

（予 算） 

 

(予 算) 

・ 予算配布の遅延、不足が発生してい

る（C/P の日当などの手当も遅れてい

る状況）。 

・ アンテナショップは PDM 上のマラウイ側

インプットとなっている。 

 

(予 算) 

・ 引き続き必要な予算の確保を求めるとと

もに、適切な執行を求める。 

・ また、マラウイ政府部内の問題として予

算配賦の遅延がプロジェクト運営に支障

を来たすケースも考えられることから、政

府省庁間での改善についても善処を求

める。 

・ 特に、TICAD IV において OVOP 運動に

焦点をあて、アフリカ諸国へのモデルとして

耳目を引いていることに鑑み、プロジェクト

終了後の自立的運営の観点からもマラ

ウイ側の必要経費確保が重要であること

を指摘する。 

 

 

 

・予算の確保状況について、評価報告書

添付資料としてまとめた。それによれば、漸

減となっており、調査団から確実な手当てを

申し入れた。なお、政府全体の活動予算が

抑制されるなかで人員配置等と照らし合わ

せた場合、OVOP 活動への配慮は得ている

との指摘があった。また、適切な執行につい

ては、国会承認等の背景があったものであ

り、可能な限りの準備を行う旨説明があっ

た。 

III プロジェクトの計画（PDM）に関する事項 

１．総 論 ・ 2007 年 1 月の運営指導調査時に、

指標を改訂した PDM が、合同委員

会において承認された。 

・ さらに、中間評価に向けて 2007 年 7

月の合同調整委員会において具体

的数値目標の設定を図ったが、ベー

スライン・データの精緻化の必要性に

ついて指摘があり、第5 回JCC までの

継続検討課題となった。 

・ 今回調査結果に基づき、更なる改訂の

必要性について確認・検討のうえ、合同

調整委員会において協議する。 

・ 開催予定の第 5 回 JCC において提示さ

れる予定の数値目標案を確認し、検

討・協議のうえ、関係者間で合意する。

・ 第3回JCCから懸案となっていた数値

指標設定について、プロジェクト提案

のとおり承認した。 

・ また、調査団からスーパーゴールとその指

標の的確性について指摘し、双方で良

案を検討することとした。 

２．成果の達成状況 ・ 現在の PDM における成果の記載は

以下のとおり。 

・ 成果（Output）の達成進捗状況について

確認する。 
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 (1) Institutional arrangement of OVOP 

Secretariat & project management 

system (plan, do, see) is established.

 ・ 評価グリッド及び報告書に記載のとおり

確認した。 

 

 (2) Human capacity for organizational 

management to promote OVOP is 

developed. 

  

 (3) Impacts of OVOP concept based 

activities are verified through model 

case studies as good practices. 

  

 (4) OVOP concept & progress 

information are correctly disseminated 

to the OVOP stakeholders. 

  

３．指 標 ・ 現在の PDM における記載は添付のと

おり。 

 

 

 

 

 

 

・ 現状の PDM への記載項目について、日

本側関係者間で修正等の必要性を確

認、協議する。結果、必要であればマラ

ウイ側との協議を行う。ただし、その場合

でも、必ずしも今回 JCC での合意をめざ

すものではなく、臨時 JCC 等の開催・決

議も念頭に、問題の提起とする。 

・ 意見交換のポイントとしては、目標と指

標の論理性、最上位目標におけるコミュ

ニティエンパワーメントの定義・計測方法

等があげられる。 

・貧困削減を掲げるスーパーゴールに対し

て、OVOP グループの収入向上が指標とし

て設定されているが、他の要因も考えられ

ることから、スーパーゴール若しくは指標の

修正について、JCC において調査団から

提案した。これに対して、JCC メンバーから

貧困削減に対する寄与とする趣旨の表現

について提案があり、双方で検討すること

とした。 

  

・ 今回 JCC において提案される予定の

改訂指標案は添付資料のとおり。 

 

 

・ 2007年7月に開催された合同調整委員

会での議論を踏まえ、プロジェクトから提

案される目標指標に関し、以下について

検証・協議し、妥当性が確認されれば

PDM を改訂する。 

・ 今回提示の指標案について、日本側関

係者間での協議、意見交換において背

景を確認する。 

指標の考え方として、明確な数値の明

示はないものの、プロジェクト開始後の継

続的な量的増加とされていることから、達

成度の計測は可能と考えられる。したが

って、恣意的な審査による指標達成など

 

・ プロジェクトから提案のあった指標どおり

承認した。 
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  を避ける等の留意点を補足したうえで、

承認は可能とする。 

 

 IV 実施プロセス 

１．活 動 

 

 

 

・ 活動が計画どおりに実施されているか確

認する。 

・ 併せて活動実績について確認する。  

・ また、2008 年度以降の活動計画、必要

な投入について、確認、協議を行う。 

・ おおむね計画どおりに進捗していること

が確認され、その旨評価報告書にも

記載した。 

・ 2008 年度活動計画について、JCC に

おいて説明があった。その場において

は、アンテナショップの財務的妥当性、

コミュニティにおける組合形成の必要

性（商業省とのデマケーション）等の指

摘があった。 

・ JICA 側インプットの妥当性、詳細につ

いては、事務所及び専門家とも協議

を行い、更に詳細を詰めることとした。

２．技術移転の方法 

 

 

・ プロジェクト目標の達成に照らして、技術

移転の方法（指導技術レベル、現地への

定着可能性）の適切性をインタビュー等

で確認する。 

・ インタビュー等の結果について、実施プ

ロセス評価として報告書にまとめた。 

 

３．マネージメント体制 

 

・ 投入とも関係するが、カウンターパート

配置が未了となっている。 

(別添組織図参照) 

・ 今後の配置計画・見込みについて確認

のうえ、早急な配置について申し入れる。

・ 日本側人材の C/P は配置されているも

のの、C/P(組織)の能力強化が指標のひ

とつとなっており、未配置のままでは、当

該成果に影響を及ぼすと考えられる。場

合によっては、成果及びプロジェクト目標

の見直しも要する可能性があることを指

摘する。 

・ また、月次報告等で運営費が削減傾向

との報告があるが、プロジェクトのみならず

マラウイにおける OVOP 運動の展開の重

要性の点から、安定した運営費の確保

を求める。 

・ その他の課題について確認、協議する。

・ 調査時点で 13 ポスト中 5 ポスト配置

済み、4 ポストについて面接中との状

況を確認した。なお、交代者の後任も

迅速に配置する等、高い配慮がみら

れる。 

・ 予算措置についても、継続的な確保

を申し入れ、先方も努力する旨確認

した。 
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４．年次活動計画 

 

 

 ・ 2008 年度活動計画について確認する 

・ アンテナショップの設置計画、スケジュー

ルについて確認する。 

・ 新たな投入（短期専門家）の位置づけに

ついて確認する。 

 

・ JCC において 2008 年度計画の説明

が行われた。 

・ アンテナショップについては、1 年間の試

行とする旨説明があったものの、その後

の計画等、グランドデザインが不明確で

あるため、計画の提出を求め M/M に記

載した。 

V 評価 5 項目に基づく進捗状況 (評価グリッドに基づき検証する) 

１．妥当性  ・ 必要性(ニーズとの合致)、優先度（政

策との関係）、及び適切性（目的に対

する手段等）の観点から検証する。 

・ 政策的、社会的ニーズに合致しているこ

とを確認し、妥当性は引き続き高いもの

と評価された。 

２．有効性  ・ これまでの活動実績を踏まえ、残余期

間におけるプロジェクト目標の達成見

込み、阻害要因等について検証し、必

要であれば回避方法等についても検

討・協議する。 

・ 研修実施等を通じて、県から中央まで

のシステム形成がほぼ完成しており、今

後は、技術機関との提携強化、マーケ

ティング強化等の活動を行うことで、目

標は達成されるものと評価された。 

３．効率性  ・ アウトプットの発現状況を確認し、阻害

要因、貢献要因について検証する。 

・ 併せて、今後のアウトプット目標の達成

見込みについても検証し、必要に応じ

て対応必要策をまとめる。 

・ 全県を対象として研修を実施するなど、

現状の体制に比して過大な部分もみら

れたが、成功裏に推移したことで、効率

的な実施が行われたと評価された。 

 

４．自立発展性  ・ 現状での見込みを検証する。 ・ 政策的なコミットメントは引き続き継続さ

れるものと考えられ、事務局の陣容も整

いつつあることから、自立発展性は高い

と評価される。 

・ 一方、コミュニティにおける適切な食料

加工技術レベル設定等の細部調整の

必要性が指摘された。 

５．インパクト  ・ これまでの活動実績を基に、上位目標

の発現可能性、及び外部条件が満た

される可能性、阻害要因等についても

検証する。 

・ 現状の活動により、上位目標が達成さ

れる可能性は高いと評価された。 

・ 一方で、成功、不成功グループ間の確

執が生じる可能性もあり、その場合はネ

ガティブ要因となり得る。 
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VI その他 

１．その他  ・ OVOP Strategic Plan の改訂作業の

進捗を確認する。 

・ その他プロジェクト運営、OVOP 運動

に関する提案、協議事項があれば、

検討、協議のうえ必要に応じて協議

議事録に記載する。 

・ 戦略計画については引き続き改訂作業

中である旨説明があった。 

・ その他、プロジェクトの懸案事項として

は、マラウイ国内における OVOP イメージ

のギャップ（JICA プロジェクトと政府事

業）、及び融資原資確保の課題があげ

られた。 

・ 前者については、本技術協力プロジェク

ト以前のパイロット支援の、グループにお

けるインパクトの大きさが現 OVOP に対

するイメージギャップとして残置しており、

ドナー色のない「マラウイ OVOP」としての

イメージ形成に向けた関係者の努力が

必要である。 

・ 後者については、融資機関の要望との

ギャップ調整が残されているが、調査団

から年間審査可能件数等から、融資

可能全体額を算出す等のプロセスを踏

むことが、申請者に対するディスカレッジ

を防ぐうえで重要であることを指摘した。

 



 

 

２．主要面談者
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在マラウイ日本大使館 

Mr. Hiroshi Matsumoto  Charge d’affaires ad interim 

Ms. Takako Mitsumori  Researcher/Adviser 

 

JICA マラウイ事務所 

水谷 恭二   JICA 事務所長 

諸永 浩之     JICA 事務所次長 

高樋 俊介     JICA 事務所所員 

吉田 真貴子     JICA 事務所所員 

相園 賢治    JICA 企画調査員 

 

JICA 専門家 

松島 恭範   一村一品チーフアドバイザー 

内河 友規   小規模ビジネス運営 

 

JOCV 隊員 

城間 奈美子   デザイン 

長嶋 里枝   村落開発普及員 

 

Ministry of Local Government and Rural Development 

Mr. Kester E. Kaphaizi  Secretary for Rural Development 

 

OVOP Secretariat 

Ms. Kamia Kaluma – Sulumba National Coordinator 

Mr. Douglas Moffat  Principal Rural Business Development Officer 

Ms. Jacinta C. Chipendo Principal Rural Development Officer (Marketing & Information) 

Mr. E. Macheke Phili  Principal Rural Development Officer 

 

Malawi Rural Development Fund 

Mr. Joseph S. Mononga  General Manager 

 

Bunda Collage of Agriculture, Faculty of Agriculture, Department of Home Economics and Human 

Nutrition 

Dr. Agnes Mbachi Mwangwela Lecturer 

Mr. Kingsley Masamba  Lecturer 
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Mzimba District 

Mr. R. Hara   District Commissioner 

Mr. H. Gondwe   Director of Planning Department 

Mr. Aubrey Banda  District Youth Officer, OVOP Desk Officer 

Ms. Lincy S. Mtonga  Community Development Assistant 

Mr. Ephraim M. Njikho  Community Development Assistant 

Mr. Elias Nyirenda  Information 

 

Mitundu Agro-Business Group 

Mr. Lukas Nkhoma  Chairman 

 

Nankhaka Cassava Group 

Mr. Augustin K. Phiri  Chairman 

 

Bwanje Valley Rice Milling Group 

Mr. Mayani G. Mafosha  Extension Worker, Mtakataka EPA, Lilongwe ADD 
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Narrative Summary Revised Verification Indicators Indicators for Baseline (2005) Indicators for Current (2008) 

<Super Goal> 

Poverty reduction is achieved 

through the empowerment of 

community. 

 

By Oct. 2015, the total amount of real 

net profit of OVOP groups increases 

cumulatively from the level of Oct. 2005.

 

The cumulative amount for real net profit of 

the OVOP groups was MK 715,415.67. 

 

 

The cumulative amount for real net profit of 

the OVOP groups is MK 12,475,347.07. 

 

<Overall Goal> 

Using locally available 

resources, the high quality of 

goods and services with 

comparative advantage are 

generated. 

 

 

 

 

 

 

 

 

1. By Oct. 2010, number of OVOP 

groups increases cumulatively from the 

level of Oct. 2005 

 

2. By Oct. 2010, number of OVOP 

groups which generate real net profit 

from the level of each groups’ starting 

year increases cumulatively from the 

level of Oct. 2005 

 

3. By Oct. 2010, all of the OVOP 

products are certified by MBS. 

 

1. 28 OVOP groups were established. 

 

 

 

2. 2 groups achieved real net profit growth. 

 

 

 

 

 

3. None of OVOP products were certified by 

MBS 

 

1. 46 OVOP groups were established. 

 

 

 

2. 11 groups achieved real net profit growth. 

 

 

 

 

 

3. 1 OVOP products are certified by MBS 

<Project Objectives> 

Institutional capacity & human 

resources of OVOP Secretariat 

& other related institutions are 

developed to create sound 

environment for communities to 

start business activities using 

 

1. By Oct. 2010, number of OVOP 

projects proposals screened by 

established assessment system by OVOP 

Secretariat increases cumulatively from 

the level of Oct. 2005 

 

 

1. No clear OVOP screening system was 

established 

 

 

 

 

 

1. 3 projects for 2006/07 and 7 projects for 

2007/08 were screened by OVOP Screening 

Sheet.  
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locally available resources for 

higher quality products & 

services. 

 

2. By Oct. 2010, number of groups 

which are supported by established 

OVOP supporting structure (finance, 

market and technology) increase 

cumulatively from the level of Oct. 2005.

 

2. No clear OVOP supporting structure. 

 

2. Discussion with MARDEF for establishing 

OVOP loan system is going on. New system 

will be applied for new projects in 

FY2008-09. OVOP Marketing Section is 

facilitating OVOP products marketing from 9 

groups amounting to K1,181,900 at July-Dec. 

2007. TOT training on food processing was 

conducted with Bunda College, MIRTDC, 

DMAT and Magomelo Community College. 

<Output> 

1.  Institutional arrangement 

of OVOP Secretariat & project 

management system (plan, do, 

see) is established. 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1-1. Regular meeting for programme 

planning & evaluation is held every 

half year by Oct. 2010. 

 

 

1-2. By Oct. 2010, all of the OVOP 

project proposals are submitted 

through established OVOP institutional 

system.  

 

 

 

1-3. By Oct. 2010, number of OVOP 

groups funded by donors/financial 

institutes increases cumulatively from 

the level of Oct. 2005 

 

1-1. No meeting for programme 

operational planning & evaluation were 

held. 

 

 

1-2. No clear OVOP project proposal 

submission system was established. 

 

 

 

 

 

1-3. 32 projects were funded in 2003-05. 

 

 

 

 

1-1. Biannual meeting for programme 

operational planning & evaluation are held 

as JCC from 2006 and as OVOP Board 

Meeting from 2007. 

 

1-2. OVOP Desk Officers are appointed at 

all the districts. OVOP Committee are 

formulated at 18 district assemblies. By 18th 

of March 2008, project proposals for FY 

2008-09 will be submitted through the 

District Assemblies. 

 

1-3. 46 projects are funded by FY2007-08. 
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1-4. By Oct. 2010, number of OVOP 

products marketed by the OVOP 

marketing supports increases 

cumulatively from the level of Oct. 

2005 

 

 

1-4. None of OVOP products were 

supported by OVOP marketing system. 

 

 

 

 

1-4. 9 OVOP products were supported by 

OVOP marketing system. 

 

 

 

2.  Human capacity for 

organizational management to 

promote OVOP is developed. 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2-1. By Oct. 2010, number of training 

participants on OVOP concepts 

increases cumulatively from the level 

of Oct. 2005 

 

2-2. By Oct. 2010, number of  

training participants on small-scale 

business management increases 

cumulatively from the level of Oct. 

2005 

 

2-3. By Oct. 2010, number of  

training participants on 

agro-processing technology/ other 

products increases cumulatively from 

the level of Oct. 2005 

2-1. 12 OVOP training participants in 

Japan. 

 

 

 

2-2. None of training for small-scale 

business management under OVOP 

programme. 

 

 

 

2-3. None of training for agro-processing 

technology/ other products under OVOP 

programme. 

 

 

 

 

 

2-1. 377 participants in OVOP Intensive 

Training (OIT). 21 OVOP training 

participants in Japan.  

 

 

2-2. 377 participants in OVOP Intensive 

Training (OIT).  

 

 

 

 

2-3. 377 participants in OVOP Intensive 

Training (OIT). 12 participants in 

agro-processing TOT programme jointly 

done by Bunda College and Jomo Kenyatta 

University of Agriculture Technology. 
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3.  Impacts of OVOP concept 

based activities are verified 

through model case studies as 

good practices. 

 

 

 

 

 

 

 

 

3-1. By Oct. 2010, OVOP activity 

manuals are made for each type of 

OVOP activities and utilized. 

 

3-2. By Oct. 2010, types of OVOP 

group are diversified and cumulatively 

increased for OVOP concept 

verification from the level of Oct. 2005

 

3-3. By Oct. 2010, all of OVOP groups 

are monitored & evaluated on regular 

basis. 

 

3-1. None of OVOP activity manuals 

 

 

 

3-2. 15 types of OVOP activities in total 

 

 

 

 

 

3-3. None of group monitoring system 

 

 

3-1. Guideline/Manual for OVOP Business 

Administration was made. Basic 

Agro-Processing Manual was made. 60 

people were training at OVOP Business 

Training (OBT) by using the 

Guideline/Manual for OVOP Business 

Administration 

 

3-2. 24 types of OVOP activities in total 

 

3-3. 15 OVOP groups are submitting 

business record on regular basis 

 

4.  OVOP concept & progress 

information are correctly 

disseminated to the OVOP 

stakeholders. 

4-1. By Oct. 2010, all of group submit 

activity report on regular basis 

 

4-2. By Oct. 2010, OVOP Newsletters 

are issued on biannual basis 

 

4-3. By Oct. 2010, OVOP Web site is 

updated on monthly basis 

4-1. None of OVOP group monitoring 

system. 

 

4-2. None of OVOP Newsletters was 

published. 

 

4-3. None of OVOP website was 

established 

4-1. Activities of 9 OVOP group were 

reported on OVOP Newsletter Vol. 1-3.  

 

4-2. 3 volumes of newsletters were 

published in 2007.  

 

4-3. OVOP Web site is updated on monthly 

basis, since its inception at December 2006. 
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